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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 6,785,071 6,519,442 6,004,926 5,839,861 5,444,575

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △1,282,417 △1,106,523 △602,408 △28,092 4,245

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △1,013,873 390,009 △804,909 △158,820 △62,325

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,480,180 50,000 50,000 50,000 62,344

発行済株式総数 (株) 5,100,000 5,100,000 5,100,000 5,100,000 5,186,000

純資産額 (千円) 1,025,638 1,415,648 610,738 451,918 416,658

総資産額 (千円) 4,899,981 3,243,952 2,366,866 2,005,845 1,986,701

１株当たり純資産額 (円) 205.25 283.30 122.22 90.44 81.50

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ― ―
(内１株当たり
中間配当額)

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △202.89 78.05 △161.08 △31.78 △12.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.9 43.6 25.8 22.5 20.9

自己資本利益率 (％) ― 32.0 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △839,250 △1,516,264 △582,507 △25,414 △67,111

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 293,690 3,587,435 △119,118 △14,346 △167,199

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 366,664 △1,481,624 108,415 △69,391 134,380

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 378,993 968,540 375,329 266,177 166,232

従業員数
(人)

1,020 875 719 597 527
［外、平均臨時
雇用者数］

[183] [180] [151] [119] [101]

株主総利回り (％) 100.0 97.0 93.4 71.6 53.2
(比較指標：TOPIX) (％) (139.3) (138.7) (142.8) (197.3) (189.5)

最高株価 (円) 595 590 599 525 418

最低株価 (円) 505 525 518 393 286
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため記載しておりません。

３．第47期、第49期及び第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株

式が存在しないため、第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

４．第47期、第49期、第50期及び第51期の株価収益率及び配当性向については、無配であり、また、当期純損失

のため、第48期の株価収益率及び配当性向については、無配のため記載しておりません。

５．第47期、第49期、第50期及び第51期の自己資本利益率は、当期純損失のため記載しておりません。

６．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４

月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

７．第47期の当期純損失の大幅な増加は、新型コロナウィルスの影響による売上高の著しい減少、事業構造改革

に伴う店舗閉鎖損失の計上等によるものであります。

８．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第48期の期首から適用してお

り、第48期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

1975年９月 美容室経営を目的として、「株式会社ビューティショップ田谷」(資本金5,000千円)を設立。

1983年４月 「有限会社田谷哲哉美容室」及び「有限会社田谷」の営業を譲受。

４月 神奈川県横浜市青葉区内にTAYA 青葉台店を開設。神奈川県に進出。

４月 商号を「株式会社田谷」に変更。

1986年４月 神奈川県横浜市にトレーニングセンターを開設。

1988年３月 千葉県市川市内にTAYA 本八幡店を開設。千葉県に進出。

1989年４月 東京都千代田区内に「株式会社エムズ(後の株式会社エバンジェ・タヤ)」を設立。

1991年７月 東京都渋谷区内に米国人アランエドワーズと合弁で、外国人向け美容室経営を目的として、「株

式会社アランエドワーズジャパン」を設立。

日本初の外国人専用美容室として東京都港区内に「アランエドワーズサロントーキョー」を開

設。

10月 東京都渋谷区内に仏国クレージュデザイン社と合弁で、同社の商品販売と美容室の併合店舗のフ

ランチャイズチェーン展開を目的として、「株式会社シー・ビー・ジェイ」を設立。

1992年12月 福岡県内で美容室経営をしている関係会社の「有限会社ビューティ田谷」の営業を譲受。

1993年５月 新潟県新潟市内にクレージュ・サロン・ボーテ　ラフォーレ原宿新潟店を開設。新潟県に進出。

８月 外国人向け美容室「株式会社アランエドワーズジャパン」の営業を譲受。

1994年２月 東京都渋谷区神宮前六丁目10番11号に本社を移転。

10月 大阪府大阪市内にクレージュ・サロン・ボーテ　心斎橋そごう店を開設。大阪府に進出。

1995年３月 京都府京都市内にクレージュ・サロン・ボーテ　北大路ビブレ店を開設。京都府に進出。

３月 北海道札幌市内にクレージュ・サロン・ボーテ　札幌大通店を開設。北海道に進出。

11月 埼玉県越谷市内にクレージュ・サロン・ボーテ　南越谷OPA店を開設。埼玉県に進出。

12月 デザイナーズブランド「クレージュ・サロン・ボーテ」のＦＣ母体である「株式会社シー・

ビー・ジェイ」を吸収合併。

1996年９月 熊本県熊本市内にクレージュ・サロン・ボーテ　熊本下通店を開設。熊本県に進出。

11月 岡山県岡山市内にクレージュ・サロン・ボーテ　表町FitZ店を開設。岡山県に進出。

1997年３月 富山県富山市内にクレージュ・サロン・ボーテ　西武百貨店富山店を開設。富山県に進出。

４月 東京都中央区銀座に新タイプの大型サロンTAYA&CO.GINZA 銀座本店を開設。

４月 香川県高松市内にクレージュ・サロン・ボーテ　コトデンそごう店を開設。香川県に進出。

４月 広島県広島市内にクレージュ・サロン・ボーテ　広島ウィズワンダーランド店を開設。広島県に

進出。

９月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

９月 米国バンブル　アンド　バンブル社との提携により、東京都渋谷区内にBumble and bumble.

NEWYORK 表参道ビブレ店を開設。

10月 兵庫県明石市内にクレージュ・サロン・ボーテ　明石ビブレ店を開設。兵庫県に進出。

1998年８月 プロユースのヘアケア商品の販売を目的とした小売店beautiful hair 心斎橋オーパ店を大阪府

大阪市内に開設。

９月 東京都中央区内に日本初のヘアカラー専門美容室Highlight GALLERY 銀座店を開設。

10月 米国カペリプント　サロン／スパとの提携により、東京都中央区内にCapelli Punto N.Y. オ

ペークギンザ店を開設。

11月 福岡県中間市内にファミリーを対象とした低価格美容室Shampoo 中間店を開設。

1999年４月 株式会社エバンジェ・タヤを吸収合併。

愛知県名古屋市内にTAYA&CO.GINZA 名古屋栄店を開設。愛知県に進出。

12月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場。
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年月 事項

2000年３月 東京都渋谷区神宮前二丁目18番19号に本社ビルを竣工、同所へ本社を移転。

４月 長崎県長崎市内にShampoo 長崎夢彩都店を開設。長崎県に進出。

 宮城県仙台市内にTAYA 仙台141店を開設。宮城県に進出。

６月 岐阜県大垣市内にShampoo ヤナゲン大垣店を開設。岐阜県に進出。

2000年８月 愛媛県松山市内にShampoo 銀天街GET店を開設。愛媛県に進出。

2001年１月 青森県青森市内にShampoo 青森アウガ店を開設。青森県に進出。

１月 三重県四日市市内にShampoo イオン四日市北SC店を開設。三重県に進出。

４月 大分県下毛郡にShampoo イオン三光SC店を開設。大分県に進出。

５月 福島県郡山市内にTAYA アティ郡山店を開設。福島県に進出。

11月 東京証券取引所市場第一部へ株式を上場。

2003年６月 ヘアケア商品の販売の目的とし、インターネット通販「楽天市場」へ出店。

９月 米国バンブル アンド バンブル社との契約満了により、「Bumble and bumble. NEWYORK」ブラン

ドのサロン展開を終了。

2004年４月 香川県高松市内のTAYA 高松OPA店を閉鎖。香川県から撤退。

６月 青森県青森市内のShampoo 青森アウガ店を閉鎖。青森県から撤退。

11月 ベルギー国ＣＡＤＳインターナショナル社との提携により大阪府大阪市内にMICHEL DERVYN ハー

ビスPLAZAエント店を開設。

11月 岡山県岡山市内のShampoo 岡山LOTZ店を閉鎖。岡山県から撤退。

2005年３月 東京都中央区銀座に新タイプの大型サロンGRAND TAYAを開設。

８月 福島県郡山市内のTAYA アティ郡山店を閉鎖。福島県から撤退。

2006年３月 富山県富山市内のTAYA 西武百貨店富山店を閉鎖。富山県から撤退。

2007年10月 ＯＥＭ商品のスキンケア化粧品「トゥール・ザン・レール」シリーズの販売を開始。

2009年９月 ヘアケア商品の販売を目的とし、通販サイト「YAHOO!ショッピング」へ出店。

2014年３月 愛媛県新居浜市内のShampoo イオンモール新居浜店を閉鎖。愛媛県から撤退。

2017年３月 新潟県新潟市内のTAYA 万代シテイビルボードプレイス店、Shampoo 新潟店を閉鎖。新潟県から

撤退。

2017年12月 仏国のグループクレージュＳＡＳ(旧クレージュデザインＳＡ)との契約満了。

2018年３月 北海道札幌市内のShampoo ススキノラフィラ店を閉鎖。北海道から撤退。

2021年４月 岐阜県岐阜市内のShampoo 岐阜オーキッドパーク店を閉鎖。岐阜県から撤退。

2021年６月 長崎県長崎市内のShampoo 長崎夢彩都店を閉鎖。長崎県から撤退。

2021年９月 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目23番13号に本社を移転

2022年２月 宮城県県仙台市内のTAYA 仙台泉パークタウンタピオ店、TAYA 仙台シリウス・一番町店を閉鎖。

宮城県から撤退。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第一部からスタンダード市場へ移行。

 創業者 田谷哲哉　逝去。

2023年２月 愛知県名古屋市内のTAYA 栄店を閉鎖。愛知県から撤退。

2023年３月 広島県福山市内のTAYA 福山天満屋店を閉鎖。広島県から撤退。

大分県大分市内のShampoo パークプレイス大分店を閉鎖。大分県から撤退。

2023年５月 神奈川県横浜市にフリーランス美容室ano たまプラーザを開設。

2024年２月 三重県四日市市内のShampoo イオンモール四日市北店を閉鎖。三重県から撤退

2024年10月 ベルギー国ＣＡＤＳインターナショナル社との契約満了により「MICHEL DERVYN」ブランドのサ

ロン展開を終了。
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３ 【事業の内容】

当社は、「美容師法」に基づき美容室(美容師法では「美容所」という)の経営をしており、その美容室において国

家資格を有する美容師が美容施術(カット、パーマ、カラー等の施術)の提供を行っており、また、お客様に合ったヘ

アケア商品の販売を行っております。

美容室として「TAYA」「Shampoo」「MICHEL DERVYN」「ano」のブランドで全国展開を行い、お客様のニーズにお応

えしております。

［事業系統図］

 
(注)　当社は売上の取扱区分として、下表のとおり区別しております。

取扱区分 主要内容

美容施術 カット、パーマ、カラー等の施術

商品 ヘアケア商品、化粧品の販売

その他 講習、セミナー、ショー等の収入
 

 
４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

527 (101) 34.4 12.0 3,936,683
 

 
セグメント情報を記載していないため、部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 

部門の名称 従業員数(人)

営業店舗部門 476 (96)

本社・支社部門 51 (5)

合計 527 (101)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当事業年度の各月末日在籍者の平均人員を( )内に外数で記

載しております。

２．平均年間給与は、支給実績であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。
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(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異
 

管理職に占める
女性の割合(％)

(注1)

男性の
育児休業取得率(％)

(注2)

男性の賃金に対する女性の賃金の割合(％)(注1)

全従業員
うち正規雇用

従業員
うちパート・
有期雇用従業員

15.7 20.0 66.1 69.8 81.3
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

３．男女の賃金の差異については、男性の平均年齢が高いこと(+3.7歳)、男性の平均勤続年数が長いこと(+3.6

年)ならびに男性の管理職比率が高いこと(84.3%)等によるものであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営方針

当社は、「すべての人に夢と希望を与え社会に貢献する」という企業理念のもと、美容という手段を用いて人々

を美しくすることを最大のテーマとし、美容師の技術力、創造力、感性及びサービスを高め、徹底した現場第一主

義を貫いております。

また、「顧客満足」「株主満足」「社員満足」「社会満足」の４つの満足の追求が、企業の社会的使命と捉え、

経営活動を進めております。

 

(2) 経営戦略等

当社は、2023年３月期～2025年３月期にわたる３ヵ年の中期経営計画を策定し、達成に向け全社を挙げて実行し

てまいりました。当中期経営計画は、2025年３月をもって終了しておりますが、2026年３月期においては、中期経

営計画『TAYA BX PROJECT』の項目を更にブラッシュアップさせた、重点的施策を遂行してまいります。

具体的な内容は、以下の通りです。

 
・「リブランディングの更なる推進」

TAYAブランドは、当事業年度では９店舗のリニューアルを行いました。実施店舗はいずれも大きく収益の向上

が図れたことから、次年度においては、10店舗のリニューアルを計画しております。

店舗毎の収益を更に増大させるため、今後３年を目途に全店舗のリニューアルの実施を計画しております。

そして、次年度においては、人材戦略を重視し、採用、教育、定着に注力することにより、当社のスタッフ一

人一人が、高い生産性と創造性をもつ『ビューティライフデザイナー』へ成長させ、上質なおもてなしを提供で

きる人材を多く育成することで、サービスの高品質化、高付加価値化に結び付け、客単価の向上を図ってまいり

ます。これらの成長の成果を、適切に自身フィードバックできるよう、評価制度や給与制度改革を行い、顧客満

足と、社員エンゲージメントの向上に努めてまいります。

加えて「トータルビューティカンパニー」として、多様な美容サービスを提供できるよう、今後も様々な企業

との、コラボレーションを積極的に進めてまいります。

 
・「フリーランス事業の確立」

業務委託サロン「ano」は立ち上げから２年が経過し、若手を中心とした柔軟な働き方や、販売成果が明確に反

映される報酬制度が浸透した結果、フリーランス人材の定着化は進んでおり、事業は着実に進歩しております。

今後は、直営事業に次ぐ収益の柱となるよう当社独自のサービスを創出、競合他社との差別化を図り、事業ノ

ウハウを更に積み上げなど、事業基盤を確立を推し進めまいります。そのため、次年度においては、３店舗の出

店を計画しております。

 
・「本部構造の改革」

昨今の外部環境の変化に機動的に対応するため、本部のスモール化による経営管理体制の強化と、業務フロー

の効率化を推し進め、社員一人一人の生産性の向上を図ることで、全社がより円滑に、迅速な経営判断、業務執

行を行えるよう、抜本的な組織構造の改革を進めてまいります。

加えて、次年度も、徹底した本部経費や、人件費などの見直しをはかることで、大幅な販管費の削減策を、実

施してまいります。
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　[次年度における数値目標]

（単位：百万円、％、円　銭、％、店）

 2025年度(第52期)〔2026年3月期〕

[単年度計画]

金 額 売上比

売上高 5,180 100.0

営業利益 50 1.0

経常利益 50 1.0

当期純利益 20 0.4

ＥＰＳ 3.97

期末美容室数 64
 

　　　※ＩＦＲＳの強制適用による業績や指標への影響は考慮しておりません。

 
(4) 経営環境

昨今のウクライナ情勢に起因する原材料価格、エネルギーコストの上昇による物価の急騰など産業構造の変革期

に直面しております。

美容業界におきましては、「美容室のオーバーストア状態による過当競争」の激化、「人口減少社会による客数

の減少」、さらには「美容師の獲得難」の様相を呈しており厳しい状況が続いております。

また、働き方改革の浸透により、美容師自身においても就労意識の変化が生じております。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社は、企業理念に従い年齢・性別・国籍を問わずより多くの人々に喜んでいただける環境を創造し続け、ヘア

ビジネスにおけるリーディングカンパニーとして、多様化する消費者ニーズや変化する消費者のライフスタイルに

応え、新技術の開発、社員の教育、情報の発信、店舗の統廃合および合理的なコスト削減を継続的に実施すること

を重点課題とし、収益性と成長性を同時に追求できる経営を進めてまいります。

また、コンプライアンスを重視し、内部統制システムの一層の充実を図り、経済構造および社会情勢等の経営環

境の変化に対し迅速かつ柔軟に対応できるよう、企業体質の改善、強化に努めてまいります。

 

当社は、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

「３［事業等のリスク］(8）継続企業の前提に関する重要事象等について」に記載している対応策を迅速かつ着

実に行い、早期に継続企業の前提の疑義を解消することが最重要課題であると認識しております。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社のサステナビリティに関する考え方及び取組みは、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 
（1）ガバナンス

　当社は、事業活動を通じて、ステークホルダーの皆様からの期待にお応えし、信頼される企業になることを重要な

経営課題と位置付けており、そのために、法令を遵守し効率的で健全性及び透明性を確保できる経営管理体制を確立

し、経営の監視機能及び内部統制機能の充実、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組むことを基本的な考え方と

しております。なお、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する評価、管理及び監視に伴う統制及び手続等の

体制は、コーポレート・ガバナンスの体制に準拠しております。

　詳細は、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等（１）コーポレート・ガバナンスの概

要」をご参照ください。

 
(2）戦略

 ①サステナビリティに関する考え方

　当社は、創業時から変わらず、『すべての人に夢と希望を与え社会に貢献する』を企業理念に、この60年　美容業

界のリーディングカンパニーとして邁進してまいりました。

　このVUCAの時代の中、生き方や働き方は「Well-Being」や「D&I」が注目されております。「TAYA」自身も変化し続

け、より広く、多様なお客様へ、今まで以上の体験・サービスをご提供すること、株主様、お取引企業様、従業員な

どすべての方の美しさに寄り添い『すべての人に夢と希望を与える』ことが、株式会社田谷の持続的な企業価値向上

へと繋がるものと考えております。

 
　②人的資本に関する取組

当社の最も重要な経営資源は「人材」と考えております。これは、当社を利用されるお客様は、提供される美容

施術サービス以上に、担当する「美容師」個人に魅力を感じ、ご来店されるものであると考えるためであります。

当社を取り巻く環境は、目まぐるしく変化し、予測困難な状況であります。当社においても、これまでの終身雇

用や年功序列等の制度見直し、正規雇用、非正規雇用等の横断的な制度の整備、多様な働き方を実現するべく、

様々な分野で聖域のない改革の検討を開始しております。このような人的資本に対する経営環境を整備すること

が、当社で働く魅力を一層高め、有能な人材の採用、継続的な人材育成を行うことに繋がり、当社の将来における

継続的な発展に寄与するものと考えております。

 
当社は、以下の内容の推進を強化を掲げております。

 
・フリーランスブランド「ano」の創設・出店加速、多様な人材の受入れ

　成長著しい若手を中心に、柔軟な働き方が選択できる職場環境を構築。今後、フリーランスブランドの新規出店

を中心に進めてまいります。

　直営ブランドでも、固定顧客を持つフリーランス美容師や外国人美容師の採用も行っており、企業全体として多

様な人材の受入れを、今後も進めてまいります。

・人事制度の見直し

　正社員においては、昨今の物価上昇に配慮した給与制度の見直しや新しい福利厚生制度の導入など、待遇の向上

施策を進めてまいります。

・キャリアパスの充実

　提携企業を通じ、ネイリスト、アイリスト、エステティシャンなど、多様な職種へのキャリアパスの道を作るこ

とで、ヘアにとどまらない「美のプロフェッショナル人材」を育成してまいります。
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（3）リスク管理

　当社において、全社的なリスク管理は、CPCR委員会において行っておりますが、都度発生するサステナビリティに

係るリスクの識別、優先的に対応すべきリスクの絞り込みについて、各部門長が集まる経営戦略会議の中でより詳細

な検討を行い、共有しております。優先的に対応すべきリスクの絞り込みについては、当社に与える財務的影響、当

社の活動が環境・社会に与える影響、発生可能性を踏まえ行われます。

重要なリスクは、経営戦略会議の協議を経て戦略、計画に反映され、取締役会へ報告、監督されます。

サステナビリティに関するリスクへの対応状況は、各部門の責任者においてモニタリングされ、CPCR委員会を通じ

て取締役会へ報告されます

なお、人材の確保に関するリスクの内容については「３［事業等のリスク］(1）会社がとっている特異な経営方

針、(4）特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度に係るもの」をご参照ください。

 
(4）指標及び目標　

当社は、現時点において「（2）戦略」に記載の各項目において、具体的な指標及び目標を設定しておりません。経営

戦略会議において定性的・定量的観点から継続的にモニタリングを行い、必要と判断された場合において適宜、指標

及び目標を定めるものとしております。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 会社がとっている特異な経営方針

当社の事業展開にあたっては、国家資格を有する美容師の採用が不可欠です。当社はサービスの質の維持あるい

は向上の為にこうした有資格者を原則正社員として採用し、研修施設や各拠点にて新入社員研修、中途採用社員研

修等を行った上で業務を担当させておりますが、人材採用や教育研修が計画通りに進まない場合には、当社の事業

展開や経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 財政状態及び経営成績の異常な変動に係るもの

当社の売上高は、季節感を強く感じる夏季の７月、冬季の12月、及び学校や会社の入園・入学・卒業・歓迎会等

にあたる３月に、他の月に比べて高くなる傾向があります。反面、冷夏、暖冬、長雨、台風等の天候不順や疫病の

蔓延は当社の事業展開や経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度に係るもの

当社の事業展開にあたり、店舗形態としては、自己所有物件よりも賃借物件やインショップ物件が多い傾向にあ

ります。現時点では賃借先・デベロッパーと当社との関係は良好でありますが、将来的にこれら相手先の事業継続

が危ぶまれる事態が生じた場合は、敷金保証金の貸倒発生や当社店舗の撤退・営業継続不能等も考えられ、事業展

開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度に係るもの

当社の事業展開上、上述のように国家資格を有する美容師、かつ、顧客からの支持の高い者の業務従事が重要と

考えております。仮に当社から、これらの者が大量に離職した場合は、当社の事業展開や経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。

(5) 特有の法的規制等に係るもの

当社の行う事業に適用される美容師法は、社会情勢の変化等に応じて今後も適宜、改正ないし解釈の変更等が行

われる可能性があります。その場合は当社の行う事業に影響を与える可能性があります。

(6) 個人情報の管理に係るもの

顧客データベースへのアクセス環境、セキュリティシステムの改善を常に図り、個人情報保護に万全を期してお

りますが、これに加えて情報の取り扱いに対する意識の向上を目的とした社員教育の徹底や、情報へのアクセス者

の限定、牽制システムの構築等、内部の管理体制についても強化しております。

今後も個人情報の管理は徹底してまいりますが、個人情報が流出した場合には、当社の事業展開や経営成績等に

影響を及ぼす可能性があります。

(7) 減損会計に係るもの

当社の保有資産につきまして、実質的価値の低下等による減損処理が必要になった場合、当社の経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。
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(8) 継続企業の前提に関する重要事象等について

当社は、当事業年度において、６期ぶりの営業利益、経常利益の黒字を計上し、業績は回復基調となっておりま

す。しかしながら、安定して利益を計上できる状況に至っていないことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象または状況が存在しております。

このような状況の解消を図るべく、当社は、中期経営計画『TAYA BX (Beauty Transformation) PROJECT』を策定

し、当該状況の改善に努めてまいりました。

今後におきましては、引き続き、上記中期経営計画の施策を更にブラッシュアップしてまいります。具体的には

「リブランディングの推進」、「フリーランス事業の確立」、「本部構造の抜本的改革」の３つの施策を掲げ、リ

ブランディングによる設備増強、高付加価値サービスの展開による営業面を強化、また、それを下支えする人材の

育成定着に注力し、直営事業の底上げを図ってまいります。さらに、今後増加するであろうフリーランス美容師を

取り込む組織整備を進め、当該事業を早期に主要な収益源に成長させてまいります。加えて抜本的な本部構造改革

に取り組むことにより、最終利益の黒字化に向け全力を尽くしてまいります。

資金面につきましては、当事業年度においても、引き続き事業構造改革に必要な資金など支援はいただいてお

り、今後も取引金融機関とは緊密に連携・情報交換を行い、将来必要となる資金についてご支援いただけるよう良

好な関係を継続できるよう対応してまいります。また、金融機関以外からの調達についても適宜進めており、2025

年１月10日公表の適時開示に記載のとおり、EVO FUNDを割当先とした、2025年１月27日に第三者割当による第１回

新株予約権（行使価額修正条項付）の発行を行っております。当該、新株予約権が全て行使された場合には、

348,454千円を調達できる見込みであり、資金面でもさらに安定化を図ってまいります。

これらの状況を鑑み、現時点において、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消すべく取り組んでいる対応策

は実施途上にあり、今後の事業進捗や追加的な資金調達の状況等によっては、当社の資金繰りに重要な影響を及ぼ

す可能性があることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、財務諸表は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表に反映

しておりません。

 
４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下「経営成績等」という。)の状況の

概要は次のとおりであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況

当事業年度におけるわが国経済は、経済活動の正常化が進み、賃上げの動きやインバウンド需要の増加などに

より景気は緩やかに改善上昇傾向にある一方、エネルギーコストや原材料の価格上昇は依然として継続し、ウク

ライナ情勢の長期化や米国の政権交代による経済への影響などの要因もあり、先行きは不透明な状況が続いてお

ります。

美容業界におきましては、美容室のオーバーストア状態による店舗間競争の激化や労働需給逼迫による美容師

の獲得難、物価上昇による個人消費の停滞の懸念もあり、当社を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いておりま

す。

このような状況の中、当社創業60周年また、中期経営計画『TAYA BX (Beauty Transformation) PROJECT』の最

終年度となる当期においては、「トータルビューティカンパニーへの変革」、「TAYAブランドのリブランディン

グ」、「人的資本経営の推進」の３つの施策を重点的に取り組み、多様化する社会の中においてお客様に愛され

続ける美容室を目指すと同時に、収益の安定化を推し進め、持続的成長と企業価値向上に努めてまいりました。

店舗の状況につきましては、フリーランス美容室の新規出店を２店舗（ano駒沢、ano心斎橋）実施いたしまし

た。また、直営美容室の改装７店舗（TAYA麹町店、TAYA西葛西店、TAYAひばりが丘店、TAYAアルカキット錦糸町

店、TAYAイオンモール津田沼店、TAYAフォレオ博多店、TAYA天神店）、ブランド転換２店舗（TAYAアトレ四谷

店、TAYAハービスPLAZA ENT店）、閉鎖６店舗（TAYA東林間店、TAYAアトレ大井町店、TAYA CRYSTALWORLDイクス

ピアリ店、TAYAルミネ池袋店、TAYAミーナ津田沼店、TAYA blue label イオンモール大和店）実施いたしまし

た。これにより、当事業年度末の美容室店舗数は、63店舗となりました。
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以上の結果、当事業年度の売上高は5,444百万円（前年同期比6.8％減）となり、営業利益３百万円（前年同期

は営業損失23百万円）、経常利益４百万円（前年同期は経常損失28百万円）となりました。また、店舗閉鎖に係

る費用や固定資産除却損、資産除去債務履行差額などを特別損失に36百万円を計上したことにより、当期純損失

は62百万円（前年同期は当期純損失158百万円）となりました。

 

当事業年度末における財政状態は、次のとおりであります。

 

当事業年度末の総資産は1,986百万円となり、前事業年度末比19百万円の減少となりました。

流動資産の残高は557百万円（前事業年度末比154百万円減少）、固定資産の残高は1,429百万円（前事業年度末

比135百万円増加）となりました。主な要因につきましては、建物の増加197百万円、ソフトウェアの増加48百万

円があったものの、現金及び預金の減少101百万円、敷金及び保証金の減少108百万円、売掛金の減少23百万円が

あったことによるものであります。

当事業年度末の負債総額は1,570百万円となり、前事業年度末比16百万円の増加となりました。

流動負債の残高は866百万円（前事業年度末比62百万円減少）、固定負債の残高は703百万円（前事業年度末比

78百万円増加）となりました。主な要因につきましては、社債の純増56百万円、長短借入金の純増51百万円、資

産除去債務の増加42百万円、未払金の増加44百万円があったものの、未払費用の減少88百万円、未払消費税等の

減少59百万円、預り金の減少24百万円があったことによるものであります。

当事業年度末の純資産は416百万円となり、前事業年度末比35百万円減少いたしました。

主な要因につきましては、資本金が12百万円増加、資本準備金が12百万円増加したものの、繰越利益剰余金が

62百万円減少したことによるものであります。

以上の結果、自己資本比率は前事業年度末の22.5％から20.9％に減少いたしました。

 
②　キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ99百万円減少

し、166百万円となりました。

また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、営業活動の結果支出した資金は67百万円（前期は25百万円の支出）となりました。

これは主に、減価償却費88百万円、売上債権の減少額23百万円があったものの、税引前当期純損失32百万円、

未払費用の減少額88百万円、未払消費税等の減少59百万円、未払法人税等の支払額31百万円があったことによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、投資活動の結果支出した資金は167百万円（前期は14百万円の支出）となりました。

これは主に、敷金および保証金の回収による収入123百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出

197百万円、資産除去債務の履行による支出48百万円、無形固定資産の取得による支出36百万円があったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動の結果得られた資金は134百万円（前期は69百万円の支出）となりました。

これは主に、社債の純増56百万円、長短借入金の純増51百万円、新株予約権の行使による収入24百万円があっ

たことによるものであります。
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③　仕入及び販売の実績

ａ．仕入実績

商品及び美容材料の仕入実績

 

区分
当事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

前年同期比(％)

商品(千円) 280,882 109.0

美容材料(千円) 205,107 98.9

合計(千円) 485,990 104.5
 

(注) １．金額は実際仕入価格で表示しております。

 

ｂ．販売実績

 

取扱区分別
当事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

前年同期比(％)

美容施術(千円) 4,803,527 91.3

商品(千円) 550,107 105.5

その他(千円) 90,940 162.5

合計(千円) 5,444,575 93.2
 

 
ｃ．都道府県別売上高

 

都道府県

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

埼玉県 62,986 1.2 89.1

千葉県 590,710 10.8 92.3

東京都 2,085,978 38.3 94.1

神奈川県 1,262,766 23.2 95.3

京都府 205,398 3.8 106.2

大阪府 295,370 5.4 91.2

兵庫県 101,880 1.9 99.8

福岡県 784,687 14.4 98.6

熊本県 71,020 1.3 83.0

調整額 △197,676 △3.6 187.4

店舗合計 5,263,123 96.7 92.7

本社 181,452 3.3 110.0

合計 5,444,575 100.0 93.2
 

（注）調整額は、収益認識に関する会計基準の適用により、将来利用されると見込まれる金額を売上高より調整額とし

て控除しておりますが、控除する金額を地域別に振分けることが困難なため、売上高の合計金額から一括して減

額しております。
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ｄ．美容室の顧客収容能力及び入客実績

 

都道府県

前事業年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

椅子数
(席)

構成比
(％)

来店客数
(人)

構成比
(％)

椅子数
(席)

構成比
(％)

来店客数
(人)

構成比
(％)

埼玉県 4,380 1.4 7,969 1.4 4,368 1.4 6,997 1.4

千葉県 35,166 10.7 58,121 10.3 31,035 10.2 49,028 9.7

東京都 117,739 35.8 198,185 35.0 111,151 36.4 183,770 36.4

神奈川県 73,591 22.4 129,428 22.9 69,950 22.9 117,791 23.3

三重県 3,913 1.2 8,318 1.5 - - - -

京都府 4,732 1.4 17,460 3.0 4,732 1.5 18,010 3.5

大阪府 23,201 7.1 33,409 5.9 19,373 6.3 23,547 4.7

兵庫県 8,336 2.5 11,331 2.0 8,359 2.8 11,077 2.2

福岡県 52,992 16.1 93,059 16.4 52,096 17.0 87,253 17.3

熊本県 4,719 1.4 8,921 1.6 4,719 1.5 8,064 1.5

合計 328,769 100.0 566,201 100.0 305,783 100.0 505,537 100.0
 

(注)　椅子数につきましては、各店舗のセット椅子数に当期の営業日数を乗じて算出しております。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①　財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営成績の分析

（売上高）

売上高は、5,444百万円（前年同期比6.8％減）となりました。これは、リブランドによる改装を着手した店舗

については売上が増加いたしましたが、その他の既存店について人手不足や顧客の来店周期の伸び等により入客

が低調に推移したこと、また、店舗を６店舗閉鎖したことにより減収となりました。

（売上総利益）

売上総利益は842百万円（前年同期比0.7％増）となりました。これは、店舗閉鎖等により、労務費、地代家賃

等の費用が減少しましたが、退去時の原状回復費用に係る単価が高騰している影響から、資産除去債務に係る履

行差額が多額に発生したことによるものであります。

（営業利益）

営業利益は、３百万円（前年同期は営業損失23百万円）となりました。これは、事業構造改革に伴う広告宣伝

費等の削減や業務委託先の見直し等により販管費22百万円減少ことよるものであります。

（経常利益）

経常利益は、４百万円（前年同期は経常損失28百万円）となりました。これは、休止資産関係費用が減少した

ことによるものであります。

（当期純損失）

当期純損失は、62百万円（前年同期は当期純損失158百万円）となりました。これは、主に店舗閉鎖に係る費用

を計上したことによるものであります。
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②　経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の事業においては、人件費や店舗運営維持に係る経費等の固定費比率が高いため、一定水準を越える売上

を確保できれば大きく利益に寄与できるものの、反面売上が計画どおりにいかない場合は、それに伴う経費圧縮

が困難となり、適正な利益水準を維持することが難しくなります。

 

③　経営戦略の現状と見通し

昨今の我が国経済は、地政学リスクからの原材料価格、エネルギーコストの上昇に起因した物価上昇は更に加

速しており、国内の消費への影響も懸念される中、人口減少社会や働く人々の価値観の多様化も進み、各業界で

の人手不足は深刻化を増しております。

美容業界も同様、美容師のなり手不足、美容サービスの多様化に伴う事業構造の変革期に直面しており、従来

の延長線上にない変革が求められております。

この変革期に対応すべく、当社はＤＸを推進した美容室経営を実践すると同時に、いつの時代でも美容業に

とって不変である人材・美容技術を発展させるため、2022年度より中期経営計画『T-ip60』並びに『TAYA BX

(Beauty Transformation) PROJECT』を策定し、財務体質の早期改善と「デジタルと人の融合」の実現を推し進め

てまいりました。

当事業年度においては、この事業構造改革が功を奏し、６期ぶりの営業黒字、経常黒字を成し得ております。

しかしながら、中期経営計画の最終目標である当期純利益の黒字化は、期間中の達成に至りませんでした。その

ため、2025年度においては、引き続き、『TAYA BX PROJECT』の施策を引き続き推進し、

・「リブランディングの更なる推進」

・「フリーランス事業の確立」

・「本部構造の改革」

について、更に重点的に推進することで、当期純利益の黒字化と、安定的に収益を創出できる体質を構築し、

創業60周年を機とした「新たな株式会社田谷」への変革を進めてまいります。

 
④　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の運転資金需要のうち主なものは、人件費や店舗地代家賃等の経費支払や商品仕入代金、販売費及び一般

管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資によるものであります。

当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につ

きましては、金融機関からの長期借入を基本としております。

また、設備投資や運転資金の規模に応じて、新株予約権の発行による増資での資金調達も適宜行っておりま

す。

なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「(1) 経営成績等の状況の概要　②　キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。

 
⑤　経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営者は、現状認識と将来予測に基づき最良最善の営業戦略の推進と企業体質の強化に努めており、そ

のためには、「第２［事業の状況］１［経営方針、経営環境及び対処すべき課題等］」に記載しております課題

に対処していくことが必要であると認識しております。

しかしながら、過当競争の激しい美容業界において当社を取り巻く経営環境は依然厳しさが続くものと予想さ

れます。また、「第２［事業の状況］３［事業等のリスク］」で記載いたしました天候、個人消費動向等の外部

要因が経営に重要な影響を与えるものとの認識もしております。

 
⑥　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５［経理の状況］ １［財務諸表等］(1)［財務諸表］注記事項(重要な会計上の見積り)」に記載のとお

りであります。
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５ 【重要な契約等】

(1) ライセンス契約

　ＣＡＤＳインターナショナル社(ベルギー)との「MICHEL DERVYN」の商標及びノウハウの使用に関するライセンス契

約については、2024年10月31日をもって契約期間満了により終了しております。

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資につきましては、ブランド転換、改装、移転、修繕等による内装設備及び美容器具への投

資、ソフトウェアの投資を実施いたしました。

この結果、第51期の設備投資の総額は266百万円となりました。なお、この投資総額には、リース資産、敷金及び保

証金への投資を含めておりますが、資産除去債務に関する会計基準の適用により計上することとなる除去費用相当額

(固定資産増加額)は含めておりません。

 

２ 【主要な設備の状況】
2025年３月31日現在

事業所名
(所在地)

建物 構築物
(千円)

工具、器具
及び備品
(千円)

土地 リ-ス資産
(千円)

投下
資本計
(千円)

従業員数
(人)面積(㎡) (千円) 面積(㎡) (千円)

営
業
店
舗

埼玉県
(１店舗)

(114.5)　 1,466 　― ― ― ― ― 1,466 ５

千葉県
(４店舗)

(633.2)　 38,632 ― 504 ― ― ― 39,136 48

東京都
(23店舗)

(3,056.4)　 169,813 0 16,332 ― ― ― 186,145 162

神奈川県
(15店舗)

112.7
(2,036.7)　

114,160 0 10,758 30 59,664 ― 184,582 105

京都府
(１店舗)

(157.9)　 0 ― 0 ― ― ― 0 16

大阪府
(４店舗)

(643.1)　 24,853 ― 1,265 ― ― ― 26,118 30

兵庫県
(２店舗)

(259.4)　 1,664 ― 0 ― ― ― 1,664 14

福岡県
(12店舗)

144.8
(1,498.0)　

85,568 266 4,106 521.2 65,000 ― 154,941 85

熊本県
(１店舗)

(141.1)　 4,831 0 965 ― ― ― 5,796 8

事
務
所
そ
の
他

本社
(東京都渋谷区)

(585.99)　 0 ― 3,089 ― ― ― 3,089 51

九州支社
(福岡市博多区)

(273.4)　 ― ― 0 ― ― ― 0 3

保養施設等
(北海道旭川市
他１ケ所)

283.2 ― ― ― 4,453.8 3,058 ― 3,058 ―

総計
540.7

(9,399.7)　
440,988 266 37,022 5,004.9 127,722 ― 606,000 527

 

(注) １．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．建物の面積の(　)内は賃借中のものであり、外書で表示しております。

３．従業員数には、臨時従業員(パートタイマー)  95名は含まれておりません。
 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 設備の新設、改修等

事業所名 設備内容 必要性
予定金額
(千円)

既支払額
(千円)

今後の所要額
(千円)

着手年月
完成予定
年月

収容能力

新規出店
３店舗

美容室店舗
(賃借)

販売の増強 67,000 ― 67,000 ― ― ―

店舗改装
10店舗

美容室店舗
(賃借)

販売の増強及
び リ ブ ラ ン
ディング

211,581 ― 211,581 ― ― ―

合計   278,581 ― 278,581    
 

 (注）今後の所要額につきましては、借入金または自己資金により充当する予定であります。

 
(2) 設備の除却等

　経常的な退店による設備の除却を除き、重要な設備の除却の予定はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,186,000 5,770,000
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であ

ります。

計 5,186,000 5,770,000 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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③ 【その他の新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

 第１回新株予約権

発行決議日　※ 2025年１月10日

新株予約権の数　※ 12,400個

新株予約権のうち
自己新株予約権の数　※

―

新株予約権の目的となる

株式の種類と数　※
普通株式　1,240,000株（新株予約権１個につき　100株）　注１、２

新株予約権の
行使時の払込金額　※

当初行使価額　　　285円　注１、３～５

新株予約権の行使期間　※ 2025年１月28日から2028年１月27日まで

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額　※

注１、３～６

新株予約権の行使の条件　※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事

項　※

本新株予約権には譲渡制限は付されていない。

但し、本買取契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の

承認が必要である旨の譲渡制限が定められる予定である。

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項　※
―

割 当 先 ＥＶＯ　ＦＵＮＤ
 

※　当事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末（2025年５月

31日）現在において、これらの事項に変更はありません。

 
（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

(1) 本新株予約権の目的となる株式の総数は1,240,000株、割当株式数は100株で確定しており、株価の上昇

又は下落により行使価額(下記注３(2)号に定義する。)が修正されても変化しない(但し、下記注２に記

載のとおり、調整されることがある。)。なお、本新株予約権の行使価額は本項(2)号のとおり修正さ

れ、行使価額が修正された場合には、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

(2) 行使価額の修正基準

行使価額は、2025年１月28日に初回の修正がされ、以後毎週金曜日(但し、当該日が取引日(株式会社東

京証券取引所(以下「取引所」という。)において売買立会が行われる日をいう。以下同じ。)でない場合

には、その翌取引日とする。)に修正される(以下、かかる修正が行われる日を、個別に又は総称して

「修正日」という。)。かかる修正条項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額は、修正日の直前

取引日(但し、終値が存在しない日を除く。)において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値

の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた額(但し、当該金額が下限行使価額(本項(4)号に定

義する。)を下回る場合、下限行使価額とする。)に修正される。

(3) 行使価額の修正頻度

上記(2) の記載に従い修正される。

(4) 行使価額の下限

「下限行使価額」は、当初155円とする。但し、注５の規定を準用して調整される。

(5) 割当株式数の上限

1,240,000株(2024年９月30日現在の発行済株式総数5,100,000株に対する割合は24.31％)

(6) 本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本項(4)号に記載の下限行使価額にて本新株予

約権が全て行使された場合の資金調達額)

194,754,400円(但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

(7) 本新株予約権の全部の取得を可能とする条項

本新株予約権には、行使期間の末日において本新株予約権が残存している場合には、当社は、当該末日
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に残存する本新株予約権の全てを本新株予約権１個当たりの払込金額と同額(対象となる本新株予約権の

個数を乗じて１円未満の端数が生じたときはこれを四捨五入する。)で取得することができる条項が設け

られている。

２．本新株予約権の目的である株式の総数は1,240,000株とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により割当株式数を調整するものとする。

但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の割当株式数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×分割・併合の比率

その他、割当株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な範囲

で割当株式数を適宜調整するものとする。

３．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

(1) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額(以下に定義する。)

に割当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨て

る。

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付(当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有す

る当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。)する場合における株式１株当たりの出資される財産

の価額(以下「行使価額」という。)は、当初、285円とする(以下「当初行使価額」という。)。

４．行使価額の修正

行使価額は、2025年１月28日に初回の修正がされ、以後毎週金曜日(但し、当該日が取引日でない場合に

は、その翌取引日とする。)に修正される。かかる修正条項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額

は、修正日の直前取引日(但し、終値が存在しない日を除く。)において取引所が発表する当社普通株式の

普通取引の終値の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた額(但し、当該金額が下限行使価額を

下回る場合、下限行使価額とする。)に修正される。

５．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。

    既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合(但し、当

社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合、当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利の請求又は行

使による場合を除く。)、調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられているとき

は、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式分割のため

の基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための

基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を

与えるための基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当をするときは

当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。
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③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当の場合を含む。)又は本項第(4)号

②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当の場合を含むが、当社のストックオプ

ション制度に基づき新株予約権を発行する場合を除く。)、調整後行使価額は、発行される取得請求権

付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行

使価額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算

出するものとし、払込期日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力

発生日)の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌

日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が

取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で

確定していない場合、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、

新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請

求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するもの

とし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額でもって当社普通株式を交付する場

合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　本号①乃至③の各取引において、その権利の割当のための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本

号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使

した新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

  
(調整前行使価額－調整後行使価額) ×

調整前行使価額により当該期間内に
交付された株式数

 

株式数＝
 

調整後行使価額  
 

この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる限り

は、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使

価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を

差引いた額を使用する。

(4) 行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。

①　１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号⑤の場合は基準

日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(当日付で終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、１円未満の端数を四捨五入

する。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場

合は、調整後行使価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日に

おける当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、株式分割の場合には、行使価額調

整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社

普通株式数を含まないものとする。
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(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価

額の調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を

必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 本項第(2)号の規定にかかわらず、本項第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が本欄第３

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整を行う。

(7) 本欄第３項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ

書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前行使価額、修正又は調整後行使価額及びその適用の

日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権に係る新株予約権者(以下「本新株予約権

者」という。)に通知する。但し、本項第(2)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行う

ことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行

使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、

上記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額と

する。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の

端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の

額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

７．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては、同項に規定

するデリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

８．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当先との

間の取決めの内容

当社は割当先との間で、以下の内容を含む買取契約を締結しております。

(1) ロックアップについて

当社は、割当先又はEJSによる事前の書面による承諾を得ることなく、本買取契約の締結日に始まり、本

新株予約権又は本社債が残存している間において、当社普通株式又は当社普通株式に転換若しくは交換

できる証券の勧誘、担保提供、発行、売付け、売却契約、購入オプションの付与、購入権の付与、引受

権の付与、貸付けその他の移転又は処分を、直接又は間接に行わず、また当社普通株式の所有について

の経済的結果の全部又は一部を第三者に移転するスワップその他の取決めを行わず、さらに当社の指示

により行為するいかなる者をしても上記の各行為を行わせないものとします。但し、上記の制限は、当

社普通株式の株式分割により当社が当社普通株式を発行又は交付する場合、当社が当社普通株式の無償

割当を行う場合、会社法第194条第３項に基づく自己株式の売渡し、１年間以上の保有を誓約している当

社の資本業務提携先に割り当てる場合、当社のストックオプション制度に基づき当社が当社の新株予約

権若しくは普通株式を発行若しくは交付する場合、本新株予約権を発行する場合、本新株予約権の行使

に基づき当社が当社普通株式を発行又は交付する場合、その他適用法令により必要となる場合について

は適用されません。
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(2) 先買権について

当社は、本買取契約の締結日に始まり、本新株予約権又は本社債が残存している間において、割当先以

外の第三者に対して当社の株式、新株予約権又は新株予約権付社債その他当社の普通株式若しくは種類

株式に転換若しくは交換できる証券(以下「本追加新株式等」といいます。)を発行又は交付しようとす

る場合には(以下かかる発行又は交付を「本追加新株式発行等」といいます。)、EJSに対して、当該本追

加新株式発行等を決議する取締役会の日の３週間前までに、当該本追加新株式発行等の主要な条件及び

内容(当該本追加新株式等の種類、価額、数量、払込期日、引受契約の条件、引受予定先の名称・所在地

を含みますが、これに限られません。以下同じです。)を記載した書面(以下「本通知書」といいます。)

により通知しなければなりません。

割当先は、EJSが本通知書を受領した日(当日を含みません。)から１週間以内に、当該本通知書に記載さ

れた条件及び内容により当該本追加新株式等を引き受けるか否かを書面にて通知することとし、割当先

が当該条件と同一の条件により当該本追加新株式等を引き受ける旨を当社に通知(以下かかる通知を「応

諾通知」といいます。)したときは、当社は、割当先に対して当該本追加新株式等を発行又は交付するも

のとし、当該第三者に対して当該本追加新株式等を発行又は交付してはならないものとします。

当社は、割当先からの上記に従った応諾通知を受領しなかった場合又は応諾通知を行わない旨の通知を

受領した場合に限り、上記に基づく本通知書により割当予定先に通知された主要な条件及び内容によっ

てのみ、本追加新株式発行等を決議することができます。疑義を避けるために付言すると、当該本追加

新株式発行等が上記に定める割当先又はEJSの承諾を要するものである場合には、当該決議に先立ち割当

先又はEJSの書面による承諾を要します。

当社は本追加新株式発行等を決議したときは直ちに適用法令に従い開示するものとします。

なお、上記の定めは、以下に規定する各場合には適用されないものとします。

①　当社の役職員、コンサルタント若しくはアドバイザーを対象とするストックオプションを発行する場

合、又は普通株式を発行若しくは交付する場合(当該ストックオプションとして付与された新株予約権

の行使に基づくものを除きます。)において、当社の取締役会によって適法に承認された資本政策に

従っており、かつその発行株式数が本買取契約締結時点における当社の発行済株式総数の５％未満で

ある場合。

②　当社が適用法令に従い開示した書類に記載された、本買取契約の締結日時点で既発行の株式(種類株式

等で普通株式への転換請求権等を付与されているものを含みます。)、新株予約権又は新株予約権付社

債等の行使又は転換の場合において、当該行使又は転換が当該書類に記載された条件から変更又は修

正されずに、当該条件に従って行われる場合。

③　１年間以上の保有を誓約している当社の資本業務提携先に本追加新株式等を割り当てる場合。

④　上記の他、当社とEJSとが、別途上記に基づく先買権の対象外とする旨を書面により合意した場合。

９．当社の株券の売買について割当先との間の取決めの内容

該当事項はありません。

10．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の

取決めの内容

本新株予約権の発行に伴い、当社代表取締役会長である田谷和正氏は、その保有する当社普通株式の一部

についてEVO FUNDへの貸株を行っております(契約期間：2025年１月10日～2028年２月３日、貸借株数(上

限)：80,000株、担保：無し。)。

11．その他投資者の保護を図るために必要な事項

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当事業年度において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり行使されま

した。

第１回新株予約権

 

中間会計期間

（2024年10月１日から

2025年３月31日まで）

当事業年度

（2024年４月１日から

2025年３月31日まで）

当該期間に権利行使された
当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数（個）

860 860

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 86,000 86,000

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 286 286

当該期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 24,511 24,511

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
860 860

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
86,000 86,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
286 286

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
24,511 24,511

 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年６月22日
(注)１

― 5,100,000 △1,430,180 50,000 △1,702,245 ―

2025年１月28日～
2025年３月31日
(注)２

86,000 5,186,000 12,344 62,344 12,344 12,344

 

(注)１．会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、これらをそ

の他資本剰余金に振り替えたものであります。なお、資本金の減資割合は96.62％、資本準備金の減資割合は

100％であります。

２．第１回新株予約権の権利行使による増加であります。

３．2025年４月１日から2025年５月31日までの間に、第１回新株予約権の行使により、発行済株式総数が584,000

株、資本金が74,016千円及び資本準備金が74,016千円増加しております。
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(5) 【所有者別状況】

2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他 計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 13 66 13 15 11,044 11,154 ―

所有株式数
(単元)

― 410 346 18,664 669 40 31,708 51,837 2,300

所有株式数
の割合(％)

― 0.79 0.66 35.98 1.29 0.07 61.21 100.00 ―
 

(注) 自己株式102,946株は「個人その他」に1,029単元、「単元未満株式の状況」に46株を含めて記載しております。

 

(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

有限会社ティーズ 東京都杉並区永福二丁目１番15号 1,677 32.99

田谷　千秋 横浜市青葉区 155 3.05

株式会社赤城自動車教習所 群馬県伊勢崎市赤堀今井町１丁目564 136 2.68

田谷　和正 東京都杉並区 81 1.61

ＴＡＹＡ社員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目23番13号 29 0.58

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号 大手
町フィナンシャルシティサウスタワー

21 0.42

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 20 0.39

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 20 0.39

浜野　統一 千葉県大網白里市 19 0.38

BARCLAYS CAPITAL SECURITIES
LIMITED（常任代理人バークレイ
ズ証券株式会社）    

1 CHURCHILL PLACE CANARY WHARF　LONDON
E14 5HP UNITED KINGDOM（東京都港区六本木
６丁目10番１号）

15 0.30

計 ― 2,177 42.83
 

(注)１　上記モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は21千株であ

ります。

(注)２　上記BARCLAYS CAPITAL SECURITIES LIMITEDの所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は15千株でありま

す。

(注)３　上記のほか、当社所有の自己株式102,946株があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(注)

普通株式 102,900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,080,800
 

50,808 ―

単元未満株式 普通株式 2,300
 

― ―

発行済株式総数 5,186,000 ― ―

総株主の議決権 ― 50,808 ―
 

(注)「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

 
② 【自己株式等】

2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社田谷
東京都渋谷区千駄ヶ谷
５丁目23番13号

102,900 ― 102,900 1.98

計 ― 102,900 ― 102,900 1.98
 

(注)上記のほか、自己名義所有の単元未満株式として46株を所有しております。

 
２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 普通株式
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 102,946 ― 102,946 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 
３ 【配当政策】

当社は、業容の拡充に努めるとともに、株主の皆様に対し安定的な配当を継続して実施しつつ、業績に応じた利益

還元を行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。ま

た、当社は、取締役会の決議によって会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。

しかしながら、当事業年度の配当につきましては、業績を鑑み、無配とすることを決定いたしました。

なお、内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るとともに今後の事業拡充のための資金需要に備える所

存であります。

 
４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

当社は、健全かつ透明性が高く、経営環境の変化に即応し、迅速かつ適切な意思決定ができる組織体制の確立

を極めて重要な経営課題の一つと考えております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役会、監査等委員会および会計監査人を設置しております。取

締役会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。)５名(田谷和正、中村隆昌、保科匡邦、中村正二、新藤和

久)と、監査等委員である取締役３名(上原俊晴、田島克夫、勇亜衣子)で、うち常勤は１名(上原俊晴)他２名は

社外取締役です。月１回定時取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、充分審議したうえで経営

上の意思決定を行っております。また、取締役会の任意の委員会として、構成員の過半数を社外取締役とする

指名・報酬委員会を設置しております。この委員会の構成は田谷和正、田島克夫、勇亜衣子とし、取締役およ

び執行役員の指名・報酬を決定するにあたって諮問と答申を経ることで客観性の確保を目的としております。

さらに、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため執行役員制度を導入しており、本制度で取締役

会の「経営の意思決定」「執行監督機能」と執行役員の「業務執行機能」を分離し、取締役会は監査等委員会

の監督・監査を受けて経営方針などを審議・決定する機関、執行役員は会社の方針に基づき、会長及び社長の

指揮監督のもと業務執行を担う役割と位置付けしております。執行役員を兼任する取締役については、発言も

しくは行動時にその立場を明確にしたうえでおこなうようにしております。

これらの体制によって「経営戦略会議」を月１回開催、さらにそれに準ずる会議を随時開催し、迅速且つ現

場に根付いた経営判断ができるようにしております。コンプライアンス全体を統括する組織としては「ＣＲ(コ

ンプライアンス・リスク)管理委員会」を設け、コンプライアンス体制の推進を図るとともに、個人情報保護に

関しては「ＣＰ(コンプライアンス・プログラム)運営委員会」を設け、適正な情報管理を常に心がけておりま

す。
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ロ．会社の機関・内部統制の関係
 

 

ハ．企業統治の体制を採用する理由

当社は監査等委員会設置会社の形態を採用しております。監査等委員である取締役は３名(常勤１名と非常勤

２名)で、うち２名は社外取締役であります。監査等委員である取締役は経営戦略会議その他の主要会議に出席

するほか、当社の業務や財産状況の調査及び監査を実施し、取締役会の職務執行を監督しております。以上の

ことから、経営の監視の面では充分に機能する体制が整っていると考えております。

 

ニ．内部統制システムの整備の状況

会社における不祥事等のリスク発生を未然に防止するための内部統制システムとして経営企画管理グループ

に内部監査を設置し、業務活動の全般に関し、方針・計画・手続きの妥当性や業務実施の有効性、法律・法令

の遵守状況等について内部監査業務を実施しており、業務の改善に向けた具体的な助言、勧告を行っておりま

す。

 

ホ．リスク管理体制の整備の状況

監査等委員である取締役のうち、社外取締役である田島克夫氏は公認会計士・税理士の資格を、勇亜衣子氏

は医師の資格を持ち、髪の悩みであるAGA・薄毛・髪の老化を解決する業界最先端のクリニックを開院してお

り、また様々な髪のトラブルに対応する髪質改善という分野にも力を入れております。医師の観点から毛髪に

関する助言をいただくことのほか、消費者としての観点からも助言をいただけると考え、これらの能力は当社

のコンプライアンス面の監督・指導につきましても、充分に機能しております。

また、取締役(監査等委員)田島克夫氏及び勇亜衣子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

EDINET提出書類

株式会社　田　谷(E04990)

有価証券報告書

30/83



 

ヘ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、監査等委員である取締役との間において、会社法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定

める最低責任限度額としております。

 

ト．取締役の定数

取締役(監査等委員である取締役を除く。)の員数を12名以内とし、監査等委員である取締役は３名とする旨

を定款に定めております。

 

チ．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、監査等委員とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定め

ております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨定款に定めております。

 

リ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

 

ヌ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

ル．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、

市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

ヲ．役員等を被保険者として締結している役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で、取締役および執行役員(当事業年度中に在任していた者を含む。)を被保険者と

する、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約(D&O保険)を締結しております。

当該保険契約被保険者の範囲は取締役(監査等委員である取締役を含む。)および執行役員であり、本保険料

は当社が負担し、その一部（7.5％）を被保険者から徴収、契約更新は１年毎におこなっております。

なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償を請求する場合は保険契約の免責事項としてお

り、また、補填する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないよ

うにするための措置を講じております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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ワ．取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を14回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

あります。

 
氏名 開催回数 出席回数

田谷　和正 14回 14回

中村　隆昌 14回 14回

保科　匡邦 14回 14回

中村　正二 14回 14回

新藤　和久 14回 14回

上原　俊晴 14回 14回

田島　克夫 14回 14回

勇　亜衣子 10回 10回

生稲　晃子 ４回 ３回
 

 
取締役会における主な検討事項といたしましては、法令で定められた決議事項と社内で規定した取締役会決

議事項について検討を行い、決議しております。

 
カ．指名・報酬委員会の活動状況

当事業年度において当社は指名・報酬委員会を５回開催しており、個々の指名・報酬委員の出席状況につい

ては次のとおりであります。

 
氏名 開催回数 出席回数

田谷　和正 ５回 ５回

田島　克夫 ５回 ５回

勇　亜衣子 ４回 ４回

生稲　晃子 １回 １回
 

 

指名・報酬委員会は、取締役及び執行役員の指名・報酬に関する事項等について審議し、取締役会に対して

諮問・答申を行っております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性1名　(役員のうち女性の比率12.5％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

会長
田谷　和正 1967年７月７日生

1988年４月 株式会社日本旅行入社

1991年６月 当社入社

1995年７月 当社クレージュサロン営業部長

1996年６月 当社取締役クレージュサロン営業部

長

1997年６月 当社常務取締役クレージュサロン営

業部長

2003年４月 当社代表取締役社長

2016年６月 当社代表取締役会長（CEO）(現任)

(注)２ 81

代表取締役

社長

執行役員

中村　隆昌 1974年１月21日生

1996年４月 当社入社

2009年６月 当社執行役員営業部関西支社長

2016年６月 当社執行役員経営企画部長

2020年６月 当社執行役員経営企画部長

兼管理部長

2021年４月 当社執行役員経営企画本部長兼管理

本部長兼経営企画本部経営企画グ

ループ長

2021年６月 当社取締役兼執行役員経営企画本部

長兼管理本部長兼経営企画本部経営

企画グループ長

2022年４月 当社取締役執行役員(経営企画・

マーケティング・経理財務グループ

管掌)

2022年６月 当 社 代 表 取 締 役 社 長 執 行 役 員

（COO）(現任)

(注)２ 1

取締役

顧問
保科　匡邦 1958年１月22日生

1981年４月 当社入社

1990年９月 当社エリア支配人

1993年２月 当社取締役

1995年７月 当社常務取締役営業本部長

1997年６月 当社専務取締役営業本部長

2003年４月 当社取締役副社長東日本営業本部長

2004年４月 当社取締役第一営業本部長兼第一営

業本部第一営業部長

2005年４月 当社取締役九州支社長

2006年６月 当社取締役専務執行役員九州支社長

2009年４月 当社取締役専務執行役員技術教育部

長

2013年４月 当社取締役副社長執行役員人事部長

2016年４月 当社取締役副社長

2016年６月 当社代表取締役社長（COO）

2019年６月 当社代表取締役社長（COO）兼営業

本部長

2021年４月 当社代表取締役社長（COO）

2022年６月 当社取締役顧問(現任)

(注)２ 10

取締役

執行役員
中村　正二 1970年５月10日生

1995年６月 当社入社

2017年４月 当社執行役員九州支社長

2022年４月 当社執行役員営業本部長

2022年６月 当社取締役執行役員営業本部長

2023年４月 当社取締役執行役員直営事業本部長

(現任)

(注)２ 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

執行役員
新藤　和久 1963年９月２日生

1996年４月 当社入社

2006年６月 当社執行役員第六事業部長

2009年６月 当社執行役員営業部九州支社長

2013年６月 当社取締役兼執行役員マーケティン

グ部長

2016年４月 当社取締役兼執行役員人事部長

2019年６月 当社執行役員人事教育部長

2022年４月 当社常務執行役員人事総務本部長

2022年６月 当社取締役執行役員人事総務本部長

2023年４月 当社取締役執行役員フリーランス・

ＦＣ事業本部長兼フリーランス・Ｆ

Ｃ運営グループ長

2025年４月 当社取締役執行役員フリーランス・

ＦＣ事業本部長(現任)

(注)２ 4

取締役

(常勤監査等委員)
上原　俊晴 1961年２月15日生

1979年４月 当社入社

1999年６月 当社取締役クレージュ営業部長就任

2004年４月 当社取締役関西支社長就任

2009年４月 当社取締役常務執行役員営業部長就

任

2014年４月 当社専務取締役執行役員技術教育部

長就任

2016年４月 当社専務取締役兼執行役員商事部長

就任

2021年６月 当社専務執行役員営業本部長兼営業

本部東日本営業グループ長就任

2022年４月 当社執行役員営業本部副本部長就任

2022年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

(注)３ 6

取締役

(監査等委員)
田島 克夫 1958年５月12日生

1987年８月 公認会計士登録

1988年８月 公認会計士田島事務所設立

2005年３月 税理士登録

2005年３月 田島克夫税理士事務所設立

2006年６月 当社監査役就任

2016年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

(注)３ ―

取締役

(監査等委員)

 勇 亜衣子

（現姓:西川）
1988年11月22日生

2011年３月 東京大学卒業

2016年３月 新潟大学医学部卒業、医師免許取得

医籍登録

2022年７月 一般社団法人Next Beauty Labo設立

2023年３月 Dr.TOUHI AGAクリニック 開院

2024年６月 当社取締役(監査等委員)就任(現任)

(注)３ ―

計 103
 

(注) １．取締役田島克夫、勇亜衣子は、社外取締役であります。

２．監査等委員以外の取締役の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から(2025年６月から)2026年

３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から(2024年６月から)2026年

３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

委員　上原俊晴　委員　田島克夫　委員　勇亜衣子

５．勇亜衣子は旧姓かつ職務上の氏名を記載しております。戸籍上の氏名は、西川亜衣子であります。
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当社は、経営環境の変化に的確かつ迅速に対応するため、取締役会の改革を行い、2006年６月より執行役員制

度を導入しております。

提出日現在の執行役員の状況は以下のとおりであります。

役名 氏名 役職

社長執行役員 ※中村　隆昌 代表取締役

執行役員 ※中村　正二 直営事業本部長

執行役員 ※新藤　和久 フリーランス・ＦＣ事業本部長

執行役員 板谷　敦子 ＰＲ戦略グループ長

執行役員 富岡　亮平 経営企画管理グループ長

執行役員 小山田　文彦
直営兼フリーランス・　ＦＣ事業本部
人財教育グループ長

執行役員 中村　善樹 直営事業本部　直営第１グループ長
 

※　印は取締役を兼務する執行役員であります。

 

②　社外役員の状況

当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会に対し、３名の

監査等委員を選任し、そのうち２名を社外取締役とすることで、経営への監視機能を強化しております。

社外取締役の選任にあたっては、社内に定める方針と独立性判断基準に基づき、経歴や当社との関係を踏ま

え、当社経営陣から独立した立場で社外取締役としての職務を遂行できることを前提に判断しており、当社と社

外取締役との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外取

締役による業務執行への監督、監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が

整っているため、現状の体制としております。

 

なお、監査等委員である取締役の田島克夫氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、勇亜衣子氏は髪の悩

みである AGA・薄毛・髪の老化を解決する業界最先端のクリニックを開院しており、様々な髪のトラブルに対応

する髪質改善という分野にも力を入れております。当社は同氏に医師の観点から毛髪に関する助言をいただくこ

とのほか、消費者としての観点からも助言をいただけるものと判断しております。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

常勤する監査等委員である取締役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、ＣＲ管理委

員会、ＣＰ運営委員会、経営戦略会議などの重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重

要な文書を閲覧し、必要に応じ、いつでも取締役または従業員に説明・報告を求めることができます。監査等委

員である取締役は、会計監査人から会計監査内容、内部監査課から内部監査内容について説明を受けるとともに

それぞれとの情報交換を行い緊密な連携を図っております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員の監査の状況

当社における監査等委員については、常勤の監査等委員である社内取締役１名と独立性を有する社外取締役２

名の合計３名にて構成しております。

監査等委員は、取締役会等の重要な会議に出席し法令遵守の状況等を常に確認するほか、重要書類の閲覧や業

務進捗状況の聴取を行い、業務監査、会計監査等、業務執行上の監査を行う体制としております。

常勤する監査等委員である取締役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、ＣＲ管理委

員会、ＣＰ運営委員会、経営戦略会議などの重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重

要な文書を閲覧し、必要に応じ、いつでも取締役または従業員に説明・報告を求めることができます。監査等委

員である取締役は、会計監査人から会計監査内容、内部監査から内部監査内容について説明を受けるとともにそ

れぞれとの情報交換を行い緊密な連携を図っております。

また、会計監査人や内部監査担当者と定期的に情報交換を行うなど、連携した経営監視体制を整えるものとし

ます。

社外取締役である田島克夫氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、これらの能力は当社のコンプライア

ンス面の監督・指導につきましても、充分に機能しております。

当事業年度において当社は監査等委員会を９回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については次のと

おりであります。

氏名 開催回数 出席回数

上原　俊晴 ９回 ９回

田島　克夫 ９回 ９回

勇　亜衣子 ７回 ７回

生稲　晃子 ２回 ２回
 

 

監査等委員会における主な検討事項といたしましては、決算報告手続等についての審議、内部統制の運用状況

の報告及び審議、指名・報酬委員会運営委員の選出、監査上の主要な検討事項に関する会計監査人との協議、会

計監査人の評価等であります。

 

②　内部監査の状況

当社における内部監査は、経営企画管理グループ内部監査に所属する２名の内部監査人が、常時当社の諸業務

が社内規程等に準拠し合法的かつ効率的に行われているかについて内部監査を実施し、改善すべき点の指摘・勧

告、更には改善策の助言を行い、業務の質や効率の向上を図っております。内部監査の実施に際しては、年間実

施計画書に基づき、所定の内部監査手続を実施し、その結果報告及び改善事項の提案等は社長に直接報告される

とともに、監査等委員である取締役及び監査等委員会にも報告され相互に緊密な連携が保たれております。ま

た、内部監査人は、会計監査人との定期的な打合せ、意見交換に加え、必要に応じて随時に打合せ、意見交換を

実施しております。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

みつば監査法人

 

ｂ．継続監査期間

２年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

本間　哲也

齊藤　洋幸

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

会計監査業務に係る補助者は公認会計士３名であります。
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ｅ．監査法人の選定方針と理由

監査等委員会がみつば監査法人を会計監査人に選任した理由は、会計監査人に必要とされる専門性、独立性

及び品質管理体制等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任と判断したものであります。

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査

等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたしま

す。

 

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、監査法人の職務遂

行状況及び独立性、専門性、並びに次期監査計画及び監査チーム編成の適切性・妥当性を当社の基準に沿って

実施し、当該会計監査人の再任の適否についての判断を行っております。

 

ｇ．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

第49期　普賢監査法人

第50期　みつば監査法人

 
なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1）当該異動に係る監査公認会計士等の名称

①　選任する監査公認会計士等の名称

　　みつば監査法人

②　退任する監査公認会計士等の名称

　　普賢監査法人

 
(2）当該異動の年月日

　2023年６月20日（第49期定時株主総会開催予定日）

 
(3）退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

　2013年６月11日

 
(4）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　該当事項はありません。

 
(5）当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

　当社の会計監査人である普賢監査法人は、2023年６月20日開催予定の第49期定時株主総会終結の時をもっ

て任期満了となります。普賢監査法人は、会計監査が適切かつ妥当に行われることを確保する体制を十分に備

えており、これまでも当社と同法人間で協力的な関係を構築しながら会計監査を実施していただいておりまし

たが、このたびの任期満了に伴い、現任会計監査人の当社への関与年数が長期にわたること及び当社の経営環

境の変化等に鑑み、当社の事業規模に適した監査対応と監査費用の相当性について総合的に検討した結果、み

つば監査法人が、会計監査人に必要な専門性、独立性及び品質管理体制を具備し、同監査法人が当社の事業規

模に適した効率的かつ効果的な監査業務の運営及び監査報酬等の相当性を総合的に判断したため、後任として

新たに会計監査人として選任するものであります。

 
(6）上記(5)の理由及び経緯に対する意見

①　退任する監査公認会計士等の意見

　　特段の意見はない旨の回答を得ております。

②　監査等委員会の意見

　　妥当であると判断しております。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬
 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

15,000 ― 16,000 ―
 

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａ．を除く)

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としては、前期の執務実績日数等により算定した執務

概算日数を基準にして決定しております。

 

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会が会社法第399条第１項の同意

をした理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし

た。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法に係る事項

当社の役員の報酬等は、株主総会の決議によって定める旨定款に定めております。

2016年６月21日開催の第42期定時株主総会において、取締役(監査等委員であるものを除く。)の報酬限度額は

年額300百万円以内(ただし、使用人分給与は含まない。)と決議いただいております。また、監査等委員である取

締役の報酬限度額については、年額30百万円以内と、決議いただいております。

この株主総会の決議により定められたそれぞれの報酬総額の上限額の範囲内において決定しております。ま

た、社内にて以下のように決定方針および考え方を定めております。

・取締役、監査等委員である取締役および執行役員は月額報酬とし、下記の方法により算定します。

・報酬の考え方(制度設計)は、指名・報酬委員会の答申を受けた取締役会決議で決定をおこない、透明性と公

平性を高めます。

・取締役の報酬額は、株主総会において承認を得た限度額の範囲内とします。

・監査等委員である取締役の報酬額は、株主総会において承認を得た限度額の範囲内とします。

・取締役、執行役員の報酬は指名・報酬委員会の答申を受けた取締役会決議で決定します。

・監査等委員である取締役の報酬は指名・報酬委員会の答申を受けた監査等委員である取締役の協議で決定し

ます。

・社外取締役の報酬は定額とします。

役員報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者について

当社取締役会は、代表取締役会長（CEO）田谷和正氏に、各取締役および執行役員の基本となる報酬の額および

担当する部門の業況等を踏まえた報酬等の内容決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を

勘案しつつ、各担当の評価をおこなうには代表取締役が適任であると判断したためであります。なお、委任され

た内容の決定にあたっては指名・報酬委員会の諮問、答申を受け、その妥当性について確認をしております。

月額報酬の算定方法

・社外取締役を除く取締役の報酬は会社業績との連動性を確保しつつ、役位、経歴、実績、各種要素の基準を

定め、業績、貢献度を勘案し報酬範囲内で配分する報酬体系とします。

・執行役員の報酬額は会社業績との連動性を確保しつつ、役位、経歴、実績、各種要素の基準を定め、業績、

貢献度を勘案し決定します。

当事業年度における当社の役員報酬等の額の決定過程における活動について

・2024年６月７日開催の指名・報酬委員会及び取締役会において、2024年６月から2024年11月までの期間につ

いて固定報酬額の10％削減の決議をしております。

・2024年12月６日開催の指名・報酬委員会及び取締役会において、2024年12月から2025年５月までの期間につ

いて固定報酬額の10％削減の決議をしております。

・2025年３月７日開催の指名・報酬委員会及び取締役会において、2025年３月について固定報酬額の80％削減

の決議をしております。

・2025年３月７日開催の監査等委員会において、2025年３月について社外取締役を除く取締役（監査等委員）

の固定報酬額を70％削減する決議をしております。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
業績

連動報酬
退職
慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役
(監査等委員及び社外取
締役を除く。)

74 74 - - - 5

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

6 6 - - - 1

社外役員 6 6 - - - 3
 

 
(5) 【株式の保有状況】

当社は株式を保有しておりません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の

財務諸表について、みつば監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保する為の特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、公益財団法人財務会計基準機構の行う研修等に参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※  277,011 ※  175,066

  売掛金 281,656 258,107

  商品 26,270 23,665

  美容材料 13,539 16,878

  貯蔵品 6,452 5,894

  前払費用 66,431 50,409

  その他 41,842 28,295

  貸倒引当金 △991 △949

  流動資産合計 712,212 557,368

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※  2,370,360 ※  2,243,955

    減価償却累計額 △2,126,435 △1,802,966

    建物（純額） 243,925 440,988

   構築物 15,970 15,970

    減価償却累計額 △15,650 △15,703

    構築物（純額） 319 266

   工具、器具及び備品 150,450 168,070

    減価償却累計額 △115,432 △131,047

    工具、器具及び備品（純額） 35,017 37,022

   土地 ※  127,722 ※  127,722

   建設仮勘定 5,060 ―

   有形固定資産合計 412,044 606,000

  無形固定資産   

   ソフトウエア 31,011 89,013

   その他 9,362 62

   無形固定資産合計 40,374 89,075

  投資その他の資産   

   出資金 127 98

   長期前払費用 7,290 9,257

   敷金及び保証金 ※  831,451 ※  722,555

   その他 2,345 2,345

   投資その他の資産合計 841,214 734,256

  固定資産合計 1,293,633 1,429,332

 資産合計 2,005,845 1,986,701
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 53,226 9,088

  電子記録債務 71,390 126,560

  買掛金 33,849 38,009

  短期借入金 ※  96,343 ※  70,002

  １年内償還予定の社債 ― 56,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※  49,153 ※  74,508

  未払金 79,334 123,703

  未払費用 333,023 244,354

  未払法人税等 31,922 29,944

  未払消費税等 67,860 8,314

  契約負債 34,422 25,898

  前受金 ― 47

  預り金 43,167 18,209

  賞与引当金 29,938 37,260

  資産除去債務 4,851 4,430

  流動負債合計 928,482 866,331

 固定負債   

  長期借入金 ※  203,612 ※  255,913

  退職給付引当金 243,378 226,847

  資産除去債務 172,315 214,890

  その他 6,138 6,060

  固定負債合計 625,445 703,711

 負債合計 1,553,927 1,570,042

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 50,000 62,344

  資本剰余金   

   資本準備金 ― 12,344

   その他資本剰余金 3,132,425 3,132,425

   資本剰余金合計 3,132,425 3,144,769

  利益剰余金   

   利益準備金 66,920 66,920

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △2,637,929 △2,700,255

   利益剰余金合計 △2,571,009 △2,633,335

  自己株式 △159,497 △159,497

  株主資本合計 451,918 414,281

 新株予約権 ― 2,377

 純資産合計 451,918 416,658

負債純資産合計 2,005,845 1,986,701
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高   

 美容施術売上高 5,262,699 4,803,527

 商品売上高 521,201 550,107

 その他の売上高 55,960 90,940

 売上高合計 ※１  5,839,861 ※１  5,444,575

売上原価   

 美容施術売上原価 4,728,069 4,310,451

 商品売上原価 267,954 283,487

 その他の売上原価 7,274 8,488

 売上原価合計 5,003,298 4,602,427

売上総利益 836,563 842,148

販売費及び一般管理費 ※２  860,320 ※２  838,263

営業利益又は営業損失（△） △23,757 3,885

営業外収益   

 受取利息 4 145

 助成金収入 3,200 2,581

 協賛金収入 2,336 2,863

 物品売却益 ― 3,636

 その他 9,382 5,779

 営業外収益合計 14,922 15,005

営業外費用   

 支払利息 3,350 5,441

 資金調達費用 5,000 5,545

 システム移行費用 ― 2,250

 その他 10,907 1,409

 営業外費用合計 19,257 14,645

経常利益又は経常損失（△） △28,092 4,245

特別損失   

 固定資産除却損 ― ※３  1,521

 固定資産売却損 ※４  175 ―

 減損損失 ※５  89,619 ―

 資産除去債務履行差額 ― 8,924

 店舗閉鎖損失 ※６  21,741 ※６  26,181

 特別損失合計 111,537 36,626

税引前当期純損失（△） △139,629 △32,381

法人税、住民税及び事業税 31,922 29,944

法人税等調整額 △12,731 －

法人税等合計 19,190 29,944

当期純損失（△） △158,820 △62,325
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【美容施術売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　美容材料費  211,742 4.5 216,959 5.0

Ⅱ　労務費  2,661,902 56.3 2,413,809 56.0

Ⅲ　経費  1,854,424 39.2 1,679,682 39.0

(減価償却費)  (62,529) (1.3) (59,299) (1.4)

(地代家賃)  (871,350) (18.4) (828,643) (19.2)

美容施術売上原価  4,728,069  4,310,451  

      
 

(注)　美容施術売上原価は、店舗にかかわる費用であります。

 
【商品売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　商品期首棚卸高  36,578 26,270

Ⅱ　当期商品仕入高  257,646 280,882

計  294,224 307,152

Ⅲ　商品期末棚卸高  26,270 23,665

商品売上原価  267,954 283,487
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 ― 3,132,425 3,132,425 66,920 △2,479,109 △2,412,189

当期変動額        

新株の発行（新株予

約権の行使）
       

当期純損失（△）      △158,820 △158,820

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △158,820 △158,820

当期末残高 50,000 ― 3,132,425 3,132,425 66,920 △2,637,929 △2,571,009
 

 

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △159,497 610,738 ― 610,738

当期変動額     

新株の発行（新株予

約権の行使）
    

当期純損失（△）  △158,820  △158,820

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  ― ―

当期変動額合計 ― △158,820 ― △158,820

当期末残高 △159,497 451,918 ― 451,918
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当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 ― 3,132,425 3,132,425 66,920 △2,637,929 △2,571,009

当期変動額        

新株の発行（新株予

約権の行使）
12,344 12,344  12,344    

当期純損失（△）      △62,325 △62,325

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 12,344 12,344 ― 12,344 ― △62,325 △62,325

当期末残高 62,344 12,344 3,132,425 3,144,769 66,920 △2,700,255 △2,633,335
 

 

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △159,497 451,918 ― 451,918

当期変動額     

新株の発行（新株予

約権の行使）
 24,688  24,688

当期純損失（△）  △62,325  △62,325

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  2,377 2,377

当期変動額合計 ― △37,636 2,377 △35,259

当期末残高 △159,497 414,281 2,377 416,658
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純損失（△） △139,629 △32,381

 減価償却費 93,845 88,589

 減損損失 89,619 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） △8,355 7,322

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △22,836 △16,531

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 55 △42

 受取利息 △4 △145

 支払利息 3,350 5,441

 資金調達費用 5,000 5,545

 固定資産除却損 ― 1,521

 固定資産売却損益（△は益） 175 －

 資産除去債務履行差額 － 8,924

 店舗閉鎖損失 21,741 26,181

 売上債権の増減額（△は増加） △8,796 23,596

 棚卸資産の増減額（△は増加） 13,910 △177

 仕入債務の増減額（△は減少） △12,340 15,190

 未払金の増減額（△は減少） △19,555 △2,331

 未払費用の増減額（△は減少） 51,154 △88,669

 契約負債の増減額（△は減少） △68,309 △8,524

 未払消費税等の増減額（△は減少） 36,319 △59,545

 その他 21,530 28,308

 小計 56,876 2,271

 利息の受取額 4 142

 利息の支払額 △2,544 △6,229

 資金調達費用の支払額 △7,500 △5,545

 店舗閉鎖損失の支払額 △35,737 △25,828

 法人税等の支払額 △36,512 △31,922

 営業活動によるキャッシュ・フロー △25,414 △67,111
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10,834 △8,833

 定期預金の払戻による収入 10,833 10,834

 有形固定資産の取得による支出 △85,210 △197,722

 有形固定資産の売却による収入 40,453 －

 無形固定資産の取得による支出 △24,238 △36,696

 敷金及び保証金の差入による支出 △7,781 △4,236

 敷金及び保証金の回収による収入 126,326 123,059

 資産除去債務の履行による支出 △58,570 △48,459

 その他 △5,324 △5,145

 投資活動によるキャッシュ・フロー △14,346 △167,199

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 44,500 44,000

 短期借入金の返済による支出 △70,657 △70,341

 長期借入れによる収入 ― 145,000

 長期借入金の返済による支出 △43,141 △67,344

 リース債務の返済による支出 △93 －

 社債の発行による収入 － 80,000

 社債の償還による支出 － △24,000

 新株予約権の発行による収入 － 2,554

 新株予約権の行使による収入 － 24,511

 財務活動によるキャッシュ・フロー △69,391 134,380

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △109,152 △99,944

現金及び現金同等物の期首残高 375,329 266,177

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  266,177 ※１  166,232
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社は、当事業年度において、６期ぶりの営業利益、経常利益の黒字を計上し、業績は回復基調となっておりま

す。しかしながら、安定して利益を計上できる状況に至っていないことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象または状況が存在しております。

このような状況の解消を図るべく、当社は、中期経営計画『TAYA BX (Beauty Transformation) PROJECT』を策定

し、当該状況の改善に努めてまいりました。

今後におきましては、引き続き、上記中期経営計画の施策を更にブラッシュアップしてまいります。具体的には

「リブランディングの推進」、「フリーランス事業の確立」、「本部構造の抜本的改革」の３つの施策を掲げ、リブ

ランディングによる設備増強、高付加価値サービスの展開による営業面を強化、また、それを下支えする人材の育成

定着に注力し、直営事業の底上げを図ってまいります。さらに、今後増加するであろうフリーランス美容師を取り込

む組織整備を進め、当該事業を早期に主要な収益源に成長させてまいります。加えて抜本的な本部構造改革に取り組

むことにより、最終利益の黒字化に向け全力を尽くしてまいります。

資金面につきましては、当事業年度においても、引き続き事業構造改革に必要な資金など支援はいただいており、

今後も取引金融機関とは緊密に連携・情報交換を行い、将来必要となる資金についてご支援いただけるよう良好な関

係を継続できるよう対応してまいります。また、金融機関以外からの調達についても適宜進めており、2025年１月10

日公表の適時開示に記載のとおり、EVO FUNDを割当先とした、2025年１月27日に第三者割当による第１回新株予約権

（行使価額修正条項付）の発行を行っております。当該、新株予約権が全て行使された場合には、348,454千円を調達

できる見込みであり、資金面でもさらに安定化を図ってまいります。

これらの状況を鑑み、現時点において、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消すべく取り組んでいる対応策は

実施途上にあり、今後の事業進捗や追加的な資金調達の状況等によっては、当社の資金繰りに重要な影響を及ぼす可

能性があることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、財務諸表は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表に反映し

ておりません。

 
(重要な会計方針)

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・美容材料

主として移動平均法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３～50年

器具備品　２～13年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生した事業年度に全額費用処理することとしております。

 
４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①美容施術

当社は、当社店舗においてカット・カラー・パーマ等の美容施術サービスの提供を行っております。この収益

の履行義務は、顧客からの注文に基づきカット・カラー・パーマ等の美容施術を提供することであります。この

収益が認識される時期は、顧客への美容施術の全工程が完了し、顧客が施術完了を確認した時点で履行義務が充

足されると判断し、収益を認識しております。

当社が独自で運営するポイントプログラムについては、付与したポイントを履行義務と識別し、将来の失効見

込み等を考慮して算出された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントの使用時及び失効時に

収益を認識しております。また、他社が運営するポイントプログラムに係るポイント相当額については、顧客に

対する美容施術サービスの履行義務に係る取引価格の算定において、第三者のために回収する金額として、取引

価格から控除し収益を認識しております。

 
②商品の販売

当社は、当社店舗並びにインターネットにおいてヘアケア商品、化粧品及び美容家電等の販売を行っておりま

す。この収益の履行義務は、顧客からの注文に基づき商品を引き渡すことであります。この収益が認識される時

期については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、インターネットにおける販売

については、すべて国内販売となっており、出荷時から顧客に引き渡される期間は通常の期間であるため、出荷

時点で収益を認識しております。

 
５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

(1）固定資産の減損

当社は、減損の兆候がある資産グループについて、将来キャッシュ・フローの見積りに基づき減損損失の認識・

測定を実施しております。

・科目名及び当事業年度計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

科目名 前事業年度 当事業年度

有形固定資産 412,044 606,000

無形固定資産 40,374 89,075
 

・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、各店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として資産のグルーピングを行っております。ま

た、本社及び保養所等については、共用資産としております。

減損の兆候が認められる資産グループについては、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。共用資産に減損の兆候が認められる場合には、共用資産が関連する資産グループに

共用資産を加えた、より大きな単位で減損損失の認識の要否を判定しております。

減損損失の認識要否の判定の根拠となる将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画等を基礎としておりま

すが、これには将来の営業損益の予測等、重要な判断や不確実性を伴う重要な会計上の見積りが含まれます。

これらの見積りにおいて用いた仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の財務諸表において追加の減損損失が発

生する可能性があります。
 

(2）資産除去債務

当社は、事務所及び美容室店舗の建物賃貸借契約のうち定期賃貸借契約に伴う原状回復義務に基づく原状回復費

用について、取得から経済的使用可能予測期間で見積り、割引率は経済的使用可能予測期間に応じた国債利回りを

使用して資産除去債務の金額を計算しております。

また、定期賃貸借契約以外の建物賃貸借契約について、契約形態の変更・移転・閉鎖等が決定した場合など合理

的な債務の見積りができる状況になった場合は追加的に計上を行っております。

・科目名及び当事業年度計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

科目名 前事業年度 当事業年度

資産除去債務(流動) 4,851 4,430

資産除去債務(固定) 172,315 214,890
 

・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

このような見積りは、原状回復費用等の発生事実に基づき経営者による最善の見積りによって行っております

が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度の財務諸表において認識す

る資産除去債務の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 
(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更が財務諸表に与える影響はありません。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

(1）概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもので

す。

 
(2）適用予定日

2028年3月期の期首より適用予定であります。

 
(3）当該会計基準の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 
(会計上の見積りの変更)

（耐用年数の変更）

当社美容室店舗のうち、定期賃貸借契約の物件については、耐用年数を定期賃貸借契約期間として見積り、計上を

行っておりました。これらの契約の多くは複数回の更新を重ねているものが多く、再契約後は、極端に契約年数が短

縮されることなどから、より実態に即した耐用年数について実績の調査と検討を行ってまいりました。

その結果、当事業年度より、当該契約に関する建物、器具及び備品について耐用年数を経済的使用可能予測期間に

基づく耐用年数に見直すこととし、将来にわたって変更しております。

この変更に伴い、従来の耐用年数によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益が15,787千円増加、税引

前当期純損失が同額減少しております。

 
（資産除去債務の見積額の変更）

店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上している資産除去債務について、直近の原状回復費用実

績等の新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行っております。見積りの変更による増加額59,737千円を変更前の

資産除去債務残高に加算しております。

なお、当該見積りの変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純損失に与える影響はありませ

ん。
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(貸借対照表関係)

※　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

現金及び預金 126,252千円 126,331千円

建物 31,933 28,136 

土地 127,722 127,722 

敷金及び保証金 18,440 18,440 

計 304,348 300,631 
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期借入金 96,343千円 70,002千円

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を
含む)

44,850 99,334 

計 141,193 169,336 
 

 

(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係） １．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 
※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度11.4％、当事業年度11.1％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度88.6％、当事業年度88.9％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

広告宣伝費 97,810千円 93,127千円

役員報酬 88,953 88,781 

給与・賞与 295,809 302,729 

賞与引当金繰入額 5,549 8,384 

退職給付費用 2,183 459 

減価償却費 30,222 29,290 

貸倒引当金繰入 55 △42 
 

 
　※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

建物 ―千円 1,521千円

その他 ― 0 

計 ― 1,521 
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　※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

建物 △8,435千円 ―千円

構築物 122 ― 

器具及び備品 128 ― 

土地 8,359 ― 

計 175 ― 
 

 

　※５　減損損失

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

千葉県習志野市 店舗 建物

千葉県流山市 店舗 建物

東京都千代田区 店舗 建物

東京都中央区 店舗 建物、器具及び備品

東京都世田谷区 店舗 建物

東京都足立区 店舗 建物

東京都立川市 店舗 建物

東京都府中市 店舗 建物

神奈川県横浜市 店舗 建物

神奈川県藤沢市 店舗 建物

大阪府和泉市 店舗 建物

兵庫県明石市 店舗 建物

福岡県宗像市 店舗 建物

東京都他 遊休資産 その他無形固定資産
 

 
当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングしております。営業活

動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額してお

ります。また、遊休資産であるその他無形固定資産の電話加入権については、市場価額等に基づく正味売却価額に

より測定し、当該減少額を減損損失(89,619千円)としております。

その内訳は、建物57,408千円、工具、器具及び備品2,176千円、その他無形固定資産30,035千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを２％で割り引

いて算定しております。

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。
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　※６　店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

地代家賃 16,777千円 15,177千円

違約金 700 ― 

資産除去債務 ― 2,014 

営業補償金 ― 761 

保証金償却 924 5,373 

その他 3,340 2,853 

計 21,741 26,181 
 

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式     

普通株式 5,100,000 ― ― 5,100,000

合計 5,100,000 ― ― 5,100,000

自己株式     

普通株式 102,946 ― ― 102,946

合計 102,946 ― ― 102,946
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式     

普通株式 5,100,000 86,000 ― 5,186,000

合計 5,100,000 86,000 ― 5,186,000

自己株式     

普通株式 102,946 ― ― 102,946

合計 102,946 ― ― 102,946
 

（変動事由の概要）

当事業年度増加株式数は第１回新株予約権の権利行使によるものです。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業年度末
残高
(千円)

当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

第1回新株予約権
(注)１，２ 

普通株式 ― 1,240,000 86,000 1,154,000 2,377

合計 ― ― 1,240,000 86,000 1,154,000 2,377
 

（注）１．第１回新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。

２．第１回新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 
(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

現金及び預金勘定 277,011千円 175,066千円

預入期間が３か月を超える
定期預金等

△10,834 △8,833 

現金及び現金同等物 266,177 166,232 
 

 
２．重要な非資金取引の内容

新たに計上した重要な資産除去債務の額

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

資産除去債務 8,118千円 72,033千円
 

 

(リース取引関係)

　　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、設備計画に照らして、設備に必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。余資は元本が保証されて

いる定期預金及び一定以上の格付を取得した債券を対象に運用することとしております。また、短期的な運転資金

は銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行わない方針であります。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金、敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金等仕入債務及び未払金、未払費用などは、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。

短期借入金は主に短期的な運転資金を目的とし、長期借入金及びリース債務は主に設備投資に係る資金調達を目

的としており、一定期間毎に定額で返済しております。

社債は主に運転資金及び設備資金に係る資金調達を目的としたもので、この償還については、第１回新株予約権

の行使による入金が一定額に達する毎に償還することとなっております。

また、借入金の一部については変動金利のため、金利変動リスクに晒されております。

なお、当事業年度において、デリバティブ取引はありません。

 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権、敷金及び保証金について、事業部門における営業グループ、支社が

各々統括する主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理財務部門において毎月取引先毎に期日及び残

高を管理することによって、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

定期預金については、高格付の銀行との取引のみとしており、有価証券及び投資有価証券については、高格付

の債券のみとしているために、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する銀行に限定しているため信用リスクはほとんどな

いと認識しております。

②　市場リスク(金利の変動リスク)の管理

債券については、定期的に時価を把握しております。

借入金については、支払金利の変動を定期的にモニタリングし、金利動向を随時把握することで、当該リスク

を管理しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が取締役会の承認を得て行なっております。月次の取引

実績は、取締役会に報告することになっております。

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより当該リスクを管理しております。

なお、当事業年度において、デリバティブ取引はありません。

 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
前事業年度(2024年３月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 敷金及び保証金 831,451 827,733 △3,717

資産計 831,451 827,733 △3,717

(1) 長期借入金 252,765 252,404 △360

負債計 252,765 252,404 △360
 

(注)「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払

金」、「未払費用」については、現金であること、又は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、記載を省略しております。

 
当事業年度　(2025年３月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 敷金及び保証金 722,555 708,744 △13,811

資産計 722,555 708,744 △13,811

(1) 長期借入金 330,421 331,733 1,312

負債計 386,421 387,733 1,312
 

(注)「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」、「社債」、

「未払金」、「未払費用」については、現金であること、又は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。
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(注１)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 前事業年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 277,011 ― ― ―

売掛金 281,656 ― ― ―

合計 558,667 ― ― ―
 

(注)　敷金及び保証金については償還予定が確定していないため記載しておりません。

 

 当事業年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 175,066 ― ― ―

売掛金 258,107 ― ― ―

合計 433,173 ― ― ―
 

(注)　敷金及び保証金については償還予定が確定していないため記載しておりません。

 
(注２)社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　前事業年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 96,343 ― ― ― ― ―

長期借入金 49,153 45,372 45,372 33,872 28,941 50,055

合計 145,496 45,372 45,372 33,872 28,941 50,055
 

 
　当事業年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 70,002 ― ― ― ― ―

社債 56,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 74,508 74,508 63,008 57,765 42,149 18,483

合計 200,510 74,508 63,008 57,765 42,149 18,483
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。

 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
　時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品

　前事業年度(2024年３月31日)

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(１) 敷金及び保証金 ― 827,733 ― 827,733

  資産計 ― 827,733 ― 827,733

(１) 長期借入金 ― 252,404 ― 252,404

  負債計 ― 252,404 ― 252,404
 

 

　当事業年度(2025年３月31日)

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(１) 敷金及び保証金 ― 708,744 ― 708,744

  資産計 ― 708,744 ― 708,744

(１) 長期借入金 ― 331,733 ― 331,733

  負債計 ― 387,733 ― 387,733
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、賃貸借先別の将来キャッシュ・フローと賃貸借期間の残存期間に応じた国債の利

回りを基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
(有価証券関係)

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

  

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

退職給付債務の期首残高 266,215千円 243,378千円

勤務費用 19,219 16,460 

利息費用 408 967 

数理計算上の差異の発生額 △15,236 △13,456 

退職給付の支払額 △27,228 △20,504 

退職給付債務の期末残高 243,378 226,847 
 

 

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

  

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 243,378千円 226,847千円

未積立退職給付債務 243,378 226,847 

貸借対照表に計上された負債と
資産の純額

243,378 226,847 

退職給付引当金 243,378 226,847 

貸借対照表に計上された負債と
資産の純額

243,378 226,847 
 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

  

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

勤務費用 19,219千円 16,460千円

利息費用 408 967 

数理計算上の差異の費用処理額 △15,236 △13,456 

確定給付制度に係る退職給付費用 4,391 3,972 
 

 
(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

  

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

割引率 0.41％ 1.21％
 

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2024年３月31日)  
当事業年度

(2025年３月31日)

繰延税金資産      

賞与引当金 10,355千円  12,888千円

税務上の収益認識差額 11,906  8,958 

繰越欠損金(注２) 820,074  856,715 

減損損失 75,824  60,983 

退職給付引当金 84,184  80,105 

資産除去債務 61,281  77,668 

その他 45,995  28,773 

繰延税金資産小計 1,109,622  1,126,093 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額
(注２)

△820,074  △856,715 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性
引当額

△285,755  △242,664 

評価性引当額小計(注１) △1,105,829  △1,099,380 

繰延税金資産合計 3,793  26,713 

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する除去費用 △3,793  △26,713 

繰延税金負債合計 △3,793  △26,713 

繰延税金資産(負債)の純額 ―  ― 
 

 

(注）１．評価性引当額が6,449千円減少しております。この減少の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性引

当額が36,641千円増加した一方、将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額が43,091千円減少したことに

伴うものであります。

 ２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 
前事業年度(2024年３月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(※) ― ― ― ― ― 820,074 820,074

評価性引当額 ― ― ― ― ― △820,074 △820,074

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

※　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当事業年度(2025年３月31日)

(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(※) ― ― ― ― 16,729 839,986 856,715

評価性引当額 ― ― ― ― △16,729 △839,986 △856,715

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

※　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度は税引前当期純損失であるため、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳に関しては記載しておりません。

 

３．法人税等の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

税法の改正に伴い、2027年3月期以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債につい

て、法定実効税率を変更して計算しております。

この変更が財務諸表に与える影響はありません。

 
(持分法損益等)

該当事項はありません。

 
(資産除去債務関係)

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

美容室店舗の建物賃貸借契約のうち定期賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

定期賃貸借契約の物件について取得から定期賃貸借契約期間で見積り、割引率は定期賃貸借期間に応じた国債利

回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ．当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

期首残高 251,239千円 177,166千円

時の経過による調整額 120 169 

資産除去債務の履行による減少額 △82,191 △29,879 

見積の変更による増減額 ― 59,737 

その他の増減額(△は減少)(注) 7,998 12,127 

期末残高 177,166 219,321 
 

(注)その他の増減額の主なものは、定期賃貸借契約以外の賃貸借契約の店舗について、定期賃貸借契約への契約変

更や移転・閉鎖等が決定したことにより、資産除去債務を合理的に見積ることができるようになったため、追

加計上したことによるものであります。

 
２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は、賃貸借契約に基づき使用する美容室店舗等については、退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、定期賃貸借契約以外の賃貸借契約のうち、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく現時点で移

転等も予定されていないものについては、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

(単位：千円)

 美容施術 商品 その他 合計

顧客との契約から生じる収益 5,262,699 521,201 55,960 5,839,861

外部顧客への売上高 5,262,699 521,201 55,960 5,839,861
 

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(単位：千円)

 美容施術 商品 その他 合計

顧客との契約から生じる収益 4,803,527 550,107 90,940 5,444,575

外部顧客への売上高 4,803,527 550,107 90,940 5,444,575
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

なお、取引の対価は、概ね１か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく重要な金融要素の調整は

行っておりません。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末に

おいて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①契約負債の残高等

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

(単位：千円)

 期首残高 期末残高

契約負債 102,731 34,422
 

契約負債は、当社が顧客に付与した自社ポイントのうち、事業年度末時点において履行義務を充足していない残

高であり、ポイントの使用及び失効に伴う収益の認識に伴い取り崩されます。

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(単位：千円)

 期首残高 期末残高

契約負債 34,422 25,898
 

契約負債は、当社が顧客に付与した自社ポイントのうち、事業年度末時点において履行義務を充足していない残

高であり、ポイントの使用及び失効に伴う収益の認識に伴い取り崩されます。

 
②残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存

履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含

まれていない重要な金額はありません。

EDINET提出書類

株式会社　田　谷(E04990)

有価証券報告書

64/83



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)及び当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

当社は、美容事業の単一セグメントであるため、該当事項はありません。

 
【関連情報】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 美容施術 商品 その他 合計

外部顧客への売上高 5,262,699 521,201 55,960 5,839,861
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 美容施術 商品 その他 合計

外部顧客への売上高 4,803,527 550,107 90,940 5,444,575
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

当社は、美容事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり純資産額(円) 90.44 81.50

１株当たり当期純損失(△)(円) △31.78 △12.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。

 

(注)　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当期純損失(△)(千円) △158,820 △62,325

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)
(千円)

△158,820 △62,325

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,997 5,003
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 2,370,360 248,245 374,651 2,243,955 1,802,966 49,661 440,988

構築物 15,970 ― ― 15,970 15,703 52 266

工具、器具及び備品 150,450 24,841 7,220 168,070 131,047 22,835 37,022

土地 127,722 ― ― 127,722 ― ― 127,722

建設仮勘定 5,060 204,566 209,626 ― ― ― ―

有形固定資産計 2,669,563 477,653 591,498 2,555,718 1,949,717 72,549 606,000

無形固定資産        

ソフトウエア 42,579 74,393 ― 116,973 27,960 16,392 89,013

その他 9,362 ― 9,300 62 ― ― 62

無形固定資産計 51,942 74,393 9,300 117,035 27,960 16,392 89,075

長期前払費用 14,859 5,882 3,877 16,865 7,607 3,915 9,257
 

(注) １．当期増加額のうち主なものは下記のとおりであります。

建物 改装、転換９店舗　内装工事 168,324千円

 定借契約店舗の原状回復費用　見積変更 59,737  
 ano 駒沢　内装工事 3,160  

 ano 心斎橋　内装工事 2,825  
    
工具、器具 TAYA 麹町店　美容器具 9,512千円

及び備品 TAYA ひばりが丘店　美容器具 5,257  

 TAYA 西葛西店　美容器具 4,692  
 ano 駒沢 美容器具 2,116  

    
建設仮勘定 TAYA 麹町店　内装設備　美容器具 30,823千円

 TAYA 天神店　内装工事、美容器具 26,119  
 TAYA イオン津田沼店　内装工事、美容器具 24,795  
    
ソフトウェア 会計システムの導入 58,263千円

    

    
 

 
２．当期減少額のうち主なものは下記のとおりであります。

建物 改装、転換９店舗の既存資産の除却 178,258千円

 閉鎖６店舗の内装設備の除却 166,285 

 閉鎖６店舗の資産除去債務の履行による減少 23,197  
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【社債明細表】

 

銘柄 発行年月日
当期首残高

（千円）

当期末残高

（千円）
利率（％） 担保 償還期限

第７回無担保社債
（私募債）

2025年

１月17日

－

(－)

56,000
(56,000)

－ －
2026年

１月16日

合計 －
－

(－)

56,000
(56,000)

－ － －
 

（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．貸借対照表日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

 
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

56,000 ― ― ― ―
 

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 96,343 70,002 1.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 49,153 74,508 1.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

203,612 255,913 1.8  2027年～ 2030年

合計 349,108 400,423  ―
 

(注) １．平均利率は、期末の残高及び利率を用いて算定した加重平均利率であります。

２．長期借入金の貸借対照表日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 74,508 63,008 57,765 42,149
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 991 949 ― 991 949

賞与引当金 29,938 37,260 29,938 ― 37,260
 

(注) １．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産除

去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１) 現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 11,382

預金  

当座預金 83

普通預金 37,269

定期預金 126,331

別段預金 ―

小計 163,683

合計 175,066
 

 
２) 売掛金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

三井住友カード株式会社 74,826

株式会社ジェイアール西日本伊勢丹 21,086

株式会社ジェーシービー 19,601

イオンリテール株式会社 17,401

株式会社アトレ 16,060

その他 109,131

合計 258,107
 

 
(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

281,656 5,571,799 5,595,347 258,107 95.59 17.68
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３) 商品

 

品目 金額(千円)

ヘアケア商品 17,711

化粧品他 5,954

合計 23,665
 

 
４) 美容材料

 

品目 金額(千円)

ヘアカラー剤・パーマ液他 16,878

合計 16,878
 

 
５) 貯蔵品

 

区分 金額(千円)

販売促進品他 5,894

合計 5,894
 

 
６) 敷金及び保証金

 

相手先 金額(千円)

ＪＲ東日本商業開発株式会社 64,589

株式会社東急モールズデベロップメント 52,544

株式会社ジェイアール東日本ビルディング 46,797

三菱地所株式会社 45,581

阪神電気鉄道株式会社 43,278

その他 469,765

合計 722,555
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②　負債の部

１) 支払手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

株式会社ダリア 9,088

合計 9,088
 

 
(ロ)期日別内訳

 

期日別 金額(千円)

2025年４月 4,587

５月 1,905

６月 2,595

合計 9,088
 

 
２) 電子記録債務

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

株式会社ガモウ 65,962

タカラベルモント株式会社 33,131

玉理化学株式会社 16,239

株式会社フジシン 5,910

アリミノインターナショナル株式会社 2,850

株式会社ユーロプレステージ 2,467

合計 126,560
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(ロ)期日別内訳

 

期日別 金額(千円)

2025年４月 50,006

５月 40,742

６月 30,695

７月 5,116

合計 126,560
 

 
３) 買掛金

 

相手先 金額(千円)

株式会社ガモウ 19,339

玉理化学株式会社 6,147

株式会社ダリア 2,761

株式会社フジシン 1,932

株式会社ＭＴＧ 1,340

その他 6,488

合計 38,009
 

 
４) 未払金

 

相手先 金額(千円)

株式会社ミロク情報サービス 31,950

大成建設株式会社 17,100

株式会社リクルート 14,625

退職者 4,172

株式会社Ｓ－ＦＩＴ 3,214

その他 52,641

合計 123,703
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５) 未払費用

 

内容 金額(千円)

給料 183,980

社会保険料 27,784

販売促進費 25,819

事業所税 6,036

その他 733

合計 244,354
 

 
６) 退職給付引当金

 

区分 金額(千円)

未積立退職給付債務 226,847

合計 226,847
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(3) 【その他】

当事業年度における半期情報等

 

 
第１四半期
累計期間

中間会計期間
第３四半期
累計期間

当事業年度

売上高(千円) 1,363,192 2,679,550 4,137,385 5,444,575

税引前中間（四半期）(当期)
純損失(△)(千円)

△48,836 △92,605 △65,393 △32,381

中間（四半期）(当期)
純損失(△)(千円)

△56,351 △107,734 △88,109 △62,325

１株当たり
中間（四半期）(当期)
純損失(△)(円)

△11.28 △21.56 △17.63 △12.46

 

 
 

第１四半期
会計期間

第２四半期
会計期間

第３四半期
会計期間

第４四半期
会計期間

１株当たり四半期純利益又は
四半期純損失(△)(円)

△11.28 △10.28 3.93 5.14
 

（注）第１四半期累計期間及び第３四半期累計期間に係る財務情報に対するレビュー ：無
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
https://www.taya.co.jp

株主に対する特典

毎年３月31日現在の株主に対し、優待券を以下の基準により発行する。
(1) 贈呈基準　①　所有株式数100株以上500株未満の株主に対し、

一律3,300円券１枚の優待券を贈呈する。
②　所有株式数500株以上1,000株未満の株主に対し、

一律3,300円券３枚の優待券を贈呈する。
③　所有株式数1,000株以上の株主に対し、

一律3,300円券６枚の優待券を贈呈する。
(2) 利用方法　取扱店舗にて、すべての美容施術(カット・パーマ・カラー・トリー

トメント等)及び商品のお買上げに利用可
(3) 有効期限　３月31日発行基準の優待券７月１日～３月31日まで有効
(4) 取扱店舗　当社の経営する全店舗

(一部店舗及びオンラインショップを除く。)

 

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第50期)(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)2024年６月19日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年６月19日関東財務局長に提出

 

(3) 半期報告書及び確認書

(第51期中)(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)2024年11月14日関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

2024年６月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨

時報告書であります。

 
(5) 有価証券届出書（組込方式）及びその添付書類

2025年１月10日関東財務局長に提出

第１回新株予約権証券（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）のその他の者に対する割当に係る有価証

券届出書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年６月17日

株　式　会　社　田　谷

取　締　役　会　　御　中

 
み　つ　ば　監　査　法　人

 

　東　京　都　品　川　区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本　間　哲　也

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 齊　藤　洋　幸

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社田谷の2024年４月１日から2025年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社田谷の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度において６期ぶりの営業利益、経常利益

の黒字を計上したが、安定して利益を計上できる状況に至っていないことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。当監査法人は、「継続

企業の前提に関する重要な不確実性」に記載されている事項のほか、以下に記載した事項を監査報告書において監査上

の主要な検討事項として報告すべき事項と判断している。

 
固定資産の減損損失の認識

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社の当事業年度の貸借対照表において、有形固定資

産606,000千円及び無形固定資産89,075千円が計上され

ており。これらは総資産の35.0％を占めている。

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載されて

いるとおり、会社は各店舗をキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位として資産のグルーピングを行ってお

り、本社及び保養所等については共用資産としている。

減損の兆候が認められる資産グループについては、当

該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が帳簿価額を下回る場合には帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上している。

会社は将来キャッシュ・フローの見積りを事業計画等

を基礎として行っているが、当該事業計画等を達成する

前提となる営業施策や費用削減施策の効果を反映した将

来の営業損益の予測には、経営者の主観的な判断や不確

実性を伴う重要な会計上の見積りが含まれている。

以上より、当監査法人は固定資産の減損の認識の要否

に関する判定の妥当性を監査上の主要な検討事項とし

た。

当監査法人は、固定資産の減損損失の認識の要否に関

する判定の妥当性を検討するため、主に以下の手続を実

施した。

(1) 内部統制の評価

固定資産の減損の兆候の判定及び将来キャッシュ・

フローの算定に係る内部統制の有効性を検討し、これ

らに係る根拠資料を入手してその妥当性を評価した。

(2)将来キャッシュ・フローの見積りの妥当性の評価

２期以上連続して営業損益がマイナスの店舗（固定

資産の帳簿価額が明らかに僅少な店舗は除く）につい

て、将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる事

業計画等に含まれる主要な仮定の適切性及び回収可能

性を評価するため、主に以下の手続を実施した。

・事業計画上の売上高及び売上原価等の見込につい

て、当期実績と比較した上で経営者とディスカッ

ションを行い、経営者の使用する仮定の合理性を評

価した。

・前事業年度に策定した事業計画と実績を比較して差

異原因を検討し、事業計画の見積りの精度を評価し

た。

・減損の兆候を識別した店舗について、事業計画上の

将来の売上高、人件費等の経費に関する仮定につい

て、経営者に質問するとともに当期の実績と比較

し、当該事業計画の合理性・実現可能性を評価し

た。
 

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告

プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社田谷の2025年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社田谷が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査

人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に

含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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(注) １．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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